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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　照射される光の特性である光特性の変化により観察される光のパターンが変化する偽造
防止媒体により、当該偽造防止媒体が添付された物品の真贋判定を行う識別システムであ
って、
　照射される光の前記光特性の各々が異なった状態で前記偽造防止媒体が撮像された複数
の撮像画像データと、前記光特性に対応した正解画像データとの類似度それぞれを求める
類似度算出部と、
　前記光特性毎に求めた前記類似度が、前記光特性それぞれに対応して設定された閾値を
超えるか否かにより、前記偽造防止媒体が正しいか否かの真贋判定を行う真贋判定部とを
備え、
　前記照射される光は、白色光であり、
　前記偽造防止媒体は、回折格子で形成されており、
　前記光特性は、放射輝度である、
　ことを特徴とする識別システム。
【請求項２】
　照射される光の特性である光特性の変化により観察される光のパターンが変化する偽造
防止媒体により、当該偽造防止媒体が添付された物品の真贋判定を行う識別システムであ
って、
　照射される光の前記光特性の各々が異なった状態で前記偽造防止媒体が撮像された複数
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の撮像画像データと、前記光特性に対応した正解画像データとの類似度それぞれを求める
類似度算出部と、
　前記光特性毎に求めた前記類似度が、前記光特性それぞれに対応して設定された閾値を
超えるか否かにより、前記偽造防止媒体が正しいか否かの真贋判定を行う真贋判定部とを
備え、
　前記撮像画像データは偏光フィルタを通して撮像されており、
　前記偽造防止媒体は、反射後の偏光状態が異なるような反射材料の回折格子で形成され
ており、
　前記光特性は、偏光である、
　ことを特徴とする識別システム。
【請求項３】
　照射される光の特性である光特性の変化により観察される光のパターンが変化する偽造
防止媒体により、当該偽造防止媒体が添付された物品の真贋判定を行う識別システムであ
って、
　撮像時に前記偽造防止媒体に真贋判定の基準となる光のパターンを発生させる光を照射
する光源と、
　前記光源が前記偽造防止媒体に照射する光の前記光特性を変化させる光特性制御部と、
　前記光特性毎に前記偽造防止媒体の発生する光のパターンの撮像画像データを生成する
撮像制御部と、
　生成された前記撮像画像データと、前記偽造防止媒体が設けられる真贋判定対象の３次
元形状と、予め定められる座標変換式とに基づいて、複数の前記撮像画像データごとの撮
像視点を推定する観察角度推定部と、
　前記偽造防止媒体が撮像された撮像画像データと比較する正解画像データを、前記観察
角度推定部が推定した前記撮像視点及び前記光特性ごとに生成する正解画像生成部と、
　照射される光の前記光特性の各々が異なった状態で前記偽造防止媒体が撮像された複数
の前記撮像画像データと、各々の前記撮像画像データの前記撮像視点及び前記光特性に対
応した前記正解画像データとの類似度それぞれを求める類似度算出部と、
　前記光特性毎に求めた前記類似度が、前記光特性それぞれに対応して設定された閾値を
超えるか否かにより、前記偽造防止媒体が正しいか否かの真贋判定を行う真贋判定部と、
　を備えることを特徴とする識別システム。
【請求項４】
　前記偽造防止媒体は、回折格子を用いて形成されており、
　前記正解画像生成部は、
　前記回折格子の設計情報と、前記観察角度推定部が推定した前記撮像視点及び前記光特
性をパラメータとした正解画像生成関数とを用いて、前記撮像視点及び前記光特性ごとの
前記正解画像データをシミュレーションにより算出して生成する、
　ことを特徴とする請求項３に記載の識別システム。
【請求項５】
　前記真贋判定部が、
　前記光特性毎の前記類似度の全てがそれぞれの放射輝度に対応する前記閾値を下回った
場合に、前記偽造防止媒体が正しいと判定する
　ことを特徴とする請求項１、請求項３、請求項４のいずれか一項に記載の識別システム
。
【請求項６】
　照射される光である白色光の放射輝度を光特性とし、前記光特性の変化により観察され
る光のパターンが変化する回折格子で形成された偽造防止媒体により、当該偽造防止媒体
が添付された物品の真贋判定を行う識別方法であって、
　類似度算出部が、照射される光の前記光特性の各々が異なった状態で前記偽造防止媒体
が撮像された複数の撮像画像データと、前記光特性に対応した正解画像データとの類似度
それぞれを求める類似度算出過程と、
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　真贋判定部が、前記光特性毎に求めた前記類似度が、前記光特性それぞれに対応して設
定された閾値を超えるか否かにより、前記偽造防止媒体が正しいか否かの真贋判定を行う
真贋判定過程と
　を含むことを特徴とする識別方法。
【請求項７】
　照射される光の偏光を光特性とし、前記光特性の変化により観察される光のパターンが
変化する回折格子であって反射後の偏光状態が異なるような反射材料の回折格子で形成さ
れた偽造防止媒体により、当該偽造防止媒体が添付された物品の真贋判定を行う識別方法
であって、
　類似度算出部が、照射される光の前記光特性の各々が異なった状態で前記偽造防止媒体
が偏光フィルタを通して撮像された複数の撮像画像データと、前記光特性に対応した正解
画像データとの類似度それぞれを求める類似度算出過程と、
　真贋判定部が、前記光特性毎に求めた前記類似度が、前記光特性それぞれに対応して設
定された閾値を超えるか否かにより、前記偽造防止媒体が正しいか否かの真贋判定を行う
真贋判定過程と
　を含むことを特徴とする識別方法。
【請求項８】
　照射される光の特性である光特性の変化により観察される光のパターンが変化する偽造
防止媒体により、当該偽造防止媒体が添付された物品の真贋判定を行う識別方法であって
、
　光特性制御部が、光源が撮像時に前記偽造防止媒体に照射する光であって前記偽造防止
媒体に真贋判定の基準となる光のパターンを発生させる光の前記光特性を変化させる光特
性制御過程と、
　撮像制御部が、前記光特性毎に前記偽造防止媒体の発生する光のパターンの撮像画像デ
ータを生成する撮像制御過程と、
　観察角度推定部が、生成された前記撮像画像データと、前記偽造防止媒体が設けられる
真贋判定対象の３次元形状と、予め定められる座標変換式とに基づいて、複数の前記撮像
画像データごとの撮像視点を推定する観察角度推定過程と、
　正解画像生成部が、前記偽造防止媒体が撮像された撮像画像データと比較する正解画像
データを、前記観察角度推定部が推定した前記撮像視点及び前記光特性ごとに生成する正
解画像生成過程と、
　類似度算出部が、照射される光の前記光特性の各々が異なった状態で前記偽造防止媒体
が撮像された複数の前記撮像画像データと、各々の前記撮像画像データの前記撮像視点及
び前記光特性に対応した前記正解画像データとの類似度それぞれを求める類似度算出過程
と、
　真贋判定部が、前記光特性毎に求めた前記類似度が、前記光特性それぞれに対応して設
定された閾値を超えるか否かにより、前記偽造防止媒体が正しいか否かの真贋判定を行う
真贋判定過程と
　を含むことを特徴とする識別方法。
【請求項９】
　照射される光である白色光の放射輝度を光特性とし、前記光特性の変化により観察され
る光のパターンが変化する回折格子で形成された偽造防止媒体により、当該偽造防止媒体
が添付された物品の真贋判定を行う識別システムの動作をコンピュータに実行させるプロ
グラムであって、
　前記コンピュータを、
　照射される光の前記光特性の各々が異なった状態で前記偽造防止媒体が撮像された複数
の撮像画像データと、前記光特性に対応した正解画像データとの類似度それぞれを求める
類似度算出手段、
　前記光特性毎に求めた前記類似度が、前記光特性それぞれに対応して設定された閾値を
超えるか否かにより、前記偽造防止媒体が正しいか否かの真贋判定を行う真贋判定手段
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　として動作させるためのプログラム。
【請求項１０】
　照射される光の偏光を光特性とし、前記光特性の変化により観察される光のパターンが
変化する回折格子であって反射後の偏光状態が異なるような反射材料の回折格子で形成さ
れた偽造防止媒体により、当該偽造防止媒体が添付された物品の真贋判定を行う識別シス
テムの動作をコンピュータに実行させるプログラムであって、
　前記コンピュータを、
　照射される光の前記光特性の各々が異なった状態で前記偽造防止媒体が偏光フィルタを
通して撮像された複数の撮像画像データと、前記光特性に対応した正解画像データとの類
似度それぞれを求める類似度算出手段、
　前記光特性毎に求めた前記類似度が、前記光特性それぞれに対応して設定された閾値を
超えるか否かにより、前記偽造防止媒体が正しいか否かの真贋判定を行う真贋判定手段
　として動作させるためのプログラム。
【請求項１１】
　照射される光の特性である光特性の変化により観察される光のパターンが変化する偽造
防止媒体により、当該偽造防止媒体が添付された物品の真贋判定を行う識別システムの動
作をコンピュータに実行させるプログラムであって、
　前記コンピュータを、
　光源が撮像時に前記偽造防止媒体に照射する光であって前記偽造防止媒体に真贋判定の
基準となる光のパターンを発生させる光の前記光特性を変化させる光特性制御手段、
　前記光特性毎に前記偽造防止媒体の発生する光のパターンの撮像画像データを生成する
撮像制御手段、
　生成された前記撮像画像データと、前記偽造防止媒体が設けられる真贋判定対象の３次
元形状と、予め定められる座標変換式とに基づいて、複数の前記撮像画像データごとの撮
像視点を推定する観察角度推定手段、
　前記偽造防止媒体が撮像された撮像画像データと比較する正解画像データを、前記観察
角度推定手段が推定した前記撮像視点及び前記光特性ごとに生成する正解画像生成手段、
　照射される光の前記光特性の各々が異なった状態で前記偽造防止媒体が撮像された複数
の前記撮像画像データと、各々の前記撮像画像データの前記撮像視点及び前記光特性に対
応した前記正解画像データとの類似度それぞれを求める類似度算出手段、
　前記光特性毎に求めた前記類似度が、前記光特性それぞれに対応して設定された閾値を
超えるか否かにより、前記偽造防止媒体が正しいか否かの真贋判定を行う真贋判定手段
　として動作させるためのプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、商品券などの有価証券、クレジットカード、およびブランド品や機器部品の
偽造における真贋判定に対して利用可能な識別システム、識別方法及びプログラムに関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　従来、紙幣、株券、商品券さらにはクレジットカード等の有価証券類や、医薬品、食料
品、高級ブランド品などの商品には、これらの偽造・複製による不正使用を防止するため
に偽造防止媒体が用いられている。有価証券類には、偽造防止媒体が直接に印刷されたり
、あるいは転写されている。また、商品には偽造防止媒体が設けられた封印シールやタグ
が付与されている。
　しかし、近年、これらは偽造防止媒体そのものも偽造や複製された不正な有価証券類及
び商品が製造されており、偽造防止媒体の有無のみで正品か不正品(偽造品・複製品)かを
判断することは困難である。
【０００３】
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　上述した偽造防止媒体の一例として、観察角度によって色やパターンが変化する回折格
子やホログラムなどがある。また、偽造防止媒体の他例として色や明るさが変わるＯＶＤ
(Optically Variable Device)インキやパール顔料などがある。
　しかし、偽造防止媒体そのものが真であるか贋であるかについては、真の偽造防止媒体
との比較あるいは専門家の目視検査によれば容易に判別がつくが、一般のユーザは目視で
簡単に偽造防止媒体の真贋判定を行うことは難しい。
【０００４】
　目視で偽造防止媒体の真贋判定ができない場合には、偽造防止媒体に対する撮像装置の
観察角度を厳密に制御できる特殊な真贋判定装置（例えば、特許文献１参照）が利用され
る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特許第３８６５７６３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、所定の観察角度で撮像した場合、予め設定された偽造防止媒体が出射す
る光のパターンを撮像したものと同様の撮像画像データが得られる偽造防止媒体を偽造し
た印刷物が用いられる場合がある。
　この偽造された偽造防止媒体の場合、真贋判定装置は、所定の観察角度で偽造防止媒体
を撮像するため、偽造された偽造防止媒体の光のパターンの撮像画像データを、真の偽造
防止媒体の光のパターンの撮像画像データと認識する可能性がある。その場合、真贋判定
装置は、有価証券類や商品などの偽造・複製を、偽造防止媒体により不正品として判定す
ることができない。
【０００７】
　本発明は、このような状況に鑑みてなされたもので、所定の角度から撮像すると真の偽
造防止媒体の光パターン同様の光パターンの撮像画像が撮像される、印刷などにより形成
して偽造された偽造防止媒体を偽として判定可能な識別システム、識別方法及びプログラ
ムを提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上述した課題を解決するために、本発明の識別システムは、照射される光の特性である
光特性の変化により観察される光のパターンが変化する偽造防止媒体により、当該偽造防
止媒体が添付された物品の真贋判定を行う識別システムであって、照射される光の前記光
特性の各々が異なった状態で前記偽造防止媒体が撮像された複数の撮像画像データと、前
記光特性に対応した正解画像データとの類似度それぞれを求める類似度算出部と、前記光
特性毎に求めた前記類似度が、前記光特性それぞれに対応して設定された閾値を超えるか
否かにより、前記偽造防止媒体が正しいか否かの真贋判定を行う真贋判定部とを備え、前
記照射される光は、白色光であり、前記偽造防止媒体は、回折格子で形成されており、前
記光特性は、放射輝度である、ことを特徴とする。
　また、本発明の識別システムは、照射される光の特性である光特性の変化により観察さ
れる光のパターンが変化する偽造防止媒体により、当該偽造防止媒体が添付された物品の
真贋判定を行う識別システムであって、照射される光の前記光特性の各々が異なった状態
で前記偽造防止媒体が撮像された複数の撮像画像データと、前記光特性に対応した正解画
像データとの類似度それぞれを求める類似度算出部と、前記光特性毎に求めた前記類似度
が、前記光特性それぞれに対応して設定された閾値を超えるか否かにより、前記偽造防止
媒体が正しいか否かの真贋判定を行う真贋判定部とを備え、前記撮像画像データは偏光フ
ィルタを通して撮像されており、前記偽造防止媒体は、反射後の偏光状態が異なるような
反射材料の回折格子で形成されており、前記光特性は、偏光である、ことを特徴とする。
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　また、本発明の識別システムは、照射される光の特性である光特性の変化により観察さ
れる光のパターンが変化する偽造防止媒体により、当該偽造防止媒体が添付された物品の
真贋判定を行う識別システムであって、撮像時に前記偽造防止媒体に真贋判定の基準とな
る光のパターンを発生させる光を照射する光源と、前記光源が前記偽造防止媒体に照射す
る光の前記光特性を変化させる光特性制御部と、前記光特性毎に前記偽造防止媒体の発生
する光のパターンの撮像画像データを生成する撮像制御部と、生成された前記撮像画像デ
ータと、前記偽造防止媒体が設けられる真贋判定対象の３次元形状と、予め定められる座
標変換式とに基づいて、複数の前記撮像画像データごとの撮像視点を推定する観察角度推
定部と、前記偽造防止媒体が撮像された撮像画像データと比較する正解画像データを、前
記観察角度推定部が推定した前記撮像視点及び前記光特性ごとに生成する正解画像生成部
と、照射される光の前記光特性の各々が異なった状態で前記偽造防止媒体が撮像された複
数の前記撮像画像データと、各々の前記撮像画像データの前記撮像視点及び前記光特性に
対応した前記正解画像データとの類似度それぞれを求める類似度算出部と、前記光特性毎
に求めた前記類似度が、前記光特性それぞれに対応して設定された閾値を超えるか否かに
より、前記偽造防止媒体が正しいか否かの真贋判定を行う真贋判定部と、を備えることを
特徴とする。
【０００９】
　本発明の識別システムにおいて、前記偽造防止媒体は、回折格子を用いて形成されてお
り、前記正解画像生成部は、前記回折格子の設計情報と、前記観察角度推定部が推定した
前記撮像視点及び前記光特性をパラメータとした正解画像生成関数とを用いて、前記撮像
視点及び前記光特性ごとの前記正解画像データをシミュレーションにより算出して生成す
る、ことを特徴とする。
【００１０】
　本発明の識別システムは、前記真贋判定部が、前記光特性毎の前記類似度の全てがそれ
ぞれの放射輝度に対応する前記閾値を下回った場合に、前記偽造防止媒体が正しいと判定
することを特徴とする。
【００１３】
　本発明の識別方法は、照射される光である白色光の放射輝度を光特性とし、前記光特性
の変化により観察される光のパターンが変化する回折格子で形成された偽造防止媒体によ
り、当該偽造防止媒体が添付された物品の真贋判定を行う識別方法であって、類似度算出
部が、照射される光の前記光特性の各々が異なった状態で前記偽造防止媒体が撮像された
複数の撮像画像データと、前記光特性に対応した正解画像データとの類似度それぞれを求
める類似度算出過程と、真贋判定部が、前記光特性毎に求めた前記類似度が、前記光特性
それぞれに対応して設定された閾値を超えるか否かにより、前記偽造防止媒体が正しいか
否かの真贋判定を行う真贋判定過程とを含むことを特徴とする。
　また、本発明の識別方法は、照射される光の偏光を光特性とし、前記光特性の変化によ
り観察される光のパターンが変化する回折格子であって反射後の偏光状態が異なるような
反射材料の回折格子で形成された偽造防止媒体により、当該偽造防止媒体が添付された物
品の真贋判定を行う識別方法であって、類似度算出部が、照射される光の前記光特性の各
々が異なった状態で前記偽造防止媒体が偏光フィルタを通して撮像された複数の撮像画像
データと、前記光特性に対応した正解画像データとの類似度それぞれを求める類似度算出
過程と、真贋判定部が、前記光特性毎に求めた前記類似度が、前記光特性それぞれに対応
して設定された閾値を超えるか否かにより、前記偽造防止媒体が正しいか否かの真贋判定
を行う真贋判定過程とを含むことを特徴とする。
　また、本発明の識別方法は、照射される光の特性である光特性の変化により観察される
光のパターンが変化する偽造防止媒体により、当該偽造防止媒体が添付された物品の真贋
判定を行う識別方法であって、光特性制御部が、光源が撮像時に前記偽造防止媒体に照射
する光であって前記偽造防止媒体に真贋判定の基準となる光のパターンを発生させる光の
前記光特性を変化させる光特性制御過程と、撮像制御部が、前記光特性毎に前記偽造防止
媒体の発生する光のパターンの撮像画像データを生成する撮像制御過程と、観察角度推定
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部が、生成された前記撮像画像データと、前記偽造防止媒体が設けられる真贋判定対象の
３次元形状と、予め定められる座標変換式とに基づいて、複数の前記撮像画像データごと
の撮像視点を推定する観察角度推定過程と、正解画像生成部が、前記偽造防止媒体が撮像
された撮像画像データと比較する正解画像データを、前記観察角度推定部が推定した前記
撮像視点及び前記光特性ごとに生成する正解画像生成過程と、類似度算出部が、照射され
る光の前記光特性の各々が異なった状態で前記偽造防止媒体が撮像された複数の前記撮像
画像データと、各々の前記撮像画像データの前記撮像視点及び前記光特性に対応した前記
正解画像データとの類似度それぞれを求める類似度算出過程と、真贋判定部が、前記光特
性毎に求めた前記類似度が、前記光特性それぞれに対応して設定された閾値を超えるか否
かにより、前記偽造防止媒体が正しいか否かの真贋判定を行う真贋判定過程とを含むこと
を特徴とする。
【００１４】
　本発明のプログラムは、照射される光である白色光の放射輝度を光特性とし、前記光特
性の変化により観察される光のパターンが変化する回折格子で形成された偽造防止媒体に
より、当該偽造防止媒体が添付された物品の真贋判定を行う識別システムの動作をコンピ
ュータに実行させるプログラムであって、前記コンピュータを、照射される光の前記光特
性の各々が異なった状態で前記偽造防止媒体が撮像された複数の撮像画像データと、前記
光特性に対応した正解画像データとの類似度それぞれを求める類似度算出手段、前記光特
性毎に求めた前記類似度が、前記光特性それぞれに対応して設定された閾値を超えるか否
かにより、前記偽造防止媒体が正しいか否かの真贋判定を行う真贋判定手段として動作さ
せるためのプログラムである。
　また、本発明のプログラムは、照射される光の偏光を光特性とし、前記光特性の変化に
より観察される光のパターンが変化する回折格子であって反射後の偏光状態が異なるよう
な反射材料の回折格子で形成された偽造防止媒体により、当該偽造防止媒体が添付された
物品の真贋判定を行う識別システムの動作をコンピュータに実行させるプログラムであっ
て、前記コンピュータを、照射される光の前記光特性の各々が異なった状態で前記偽造防
止媒体が偏光フィルタを通して撮像された複数の撮像画像データと、前記光特性に対応し
た正解画像データとの類似度それぞれを求める類似度算出手段、前記光特性毎に求めた前
記類似度が、前記光特性それぞれに対応して設定された閾値を超えるか否かにより、前記
偽造防止媒体が正しいか否かの真贋判定を行う真贋判定手段として動作させるためのプロ
グラムである。
　また、本発明のプログラムは、照射される光の特性である光特性の変化により観察され
る光のパターンが変化する偽造防止媒体により、当該偽造防止媒体が添付された物品の真
贋判定を行う識別システムの動作をコンピュータに実行させるプログラムであって、前記
コンピュータを、光源が撮像時に前記偽造防止媒体に照射する光であって前記偽造防止媒
体に真贋判定の基準となる光のパターンを発生させる光の前記光特性を変化させる光特性
制御手段、前記光特性毎に前記偽造防止媒体の発生する光のパターンの撮像画像データを
生成する撮像制御手段、生成された前記撮像画像データと、前記偽造防止媒体が設けられ
る真贋判定対象の３次元形状と、予め定められる座標変換式とに基づいて、複数の前記撮
像画像データごとの撮像視点を推定する観察角度推定手段、前記偽造防止媒体が撮像され
た撮像画像データと比較する正解画像データを、前記観察角度推定手段が推定した前記撮
像視点及び前記光特性ごとに生成する正解画像生成手段、照射される光の前記光特性の各
々が異なった状態で前記偽造防止媒体が撮像された複数の前記撮像画像データと、各々の
前記撮像画像データの前記撮像視点及び前記光特性に対応した前記正解画像データとの類
似度それぞれを求める類似度算出手段、前記光特性毎に求めた前記類似度が、前記光特性
それぞれに対応して設定された閾値を超えるか否かにより、前記偽造防止媒体が正しいか
否かの真贋判定を行う真贋判定手段として動作させるためのプログラムである。
【発明の効果】
【００１５】
　以上説明したように、本発明によれば、所定の角度から撮像すると真の偽造防止媒体の
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光パターン同様の光パターンの撮像画像が撮像される、印刷などにより形成して偽造され
た偽造防止媒体を偽として判定可能な識別システム、識別方法及びプログラムを提供する
ことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】第１の実施形態による識別システムの構成例を示すブロック図である。
【図２】画像データ記憶部１１２における撮像画像データテーブルの構成例を示す図であ
る。
【図３】偽造防止媒体に対する撮像部１０１の観察角度を説明する図である。
【図４】第１の実施形態による偽造防止媒体を概略的に示す平面図である。
【図５】図４に示す偽造防止媒体のＺ－Ｚ線に沿った断面を模式的に示す断面図である。
【図６】第１の実施形態による偽造防止媒体の第２の凹凸構造部の例を示す斜視図である
。
【図７】第２の凹凸構造部が回折光を射出する様子を概略的に示す図である。
【図８】第１の実施形態による偽造防止媒体の第１の凹凸構造部の例を示す斜視図である
。
【図９】画像データ記憶部１１２における真贋判定用撮像画像データテーブルの構成例を
示す図である。
【図１０】第１の実施形態の識別システムにおける偽造防止媒体を用いた真贋判定対象に
対する真贋判定の処理に用いる撮像画像データの撮像の動作例を示すフローチャートであ
る。
【図１１】第１の実施形態の識別システムにおける偽造防止媒体を用いた真贋判定対象に
対する真贋判定の処理の動作例を示すフローチャートである。
【図１２】第２の実施形態の識別システムにおける偽造防止媒体を用いた真贋判定対象に
対する真贋判定の処理に用いる撮像画像データの撮像の動作例を示すフローチャートであ
る。
【図１３】適用例５の偽造防止媒体の構成を用いた場合における真贋判定の概念を説明す
る図である。
【図１４】酸化ホルミウムの光の波長と反射率との関係を示す図である。
【図１５】三波長蛍光灯における波長とスペクトル強度（輝度値）との関係を示す図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
＜第１の実施形態＞
　以下、本発明の第１の実施形態について、図面を参照して説明する。
　図１は、第１の実施形態による識別システム（真贋判定装置）の構成例を示すブロック
図である。図１において、真贋判定装置１は、撮像部１０１、撮像制御部１０２、露光制
御部１０３、照明部１０４、光特性制御部１０５、観察角度推定部１０６、利用可能画像
選択部１０７、正解画像生成部１０８、類似度算出部１０９、真贋判定部１１０、表示部
１１１及び画像データ記憶部１１２の各々を備えている。この第１の実施形態の識別シス
テムは、撮像部１０１と照明部１０４とが一体化されており、再帰反射をする偽造防止媒
体の真贋判定の処理に対応した構成となっている。
【００１８】
　撮像部１０１は、例えば、ＣＣＤ（Charge Coupled Device）あるいはＣＭＯＳ（Compl
ementary Metal Oxide Semiconductor）などのイメージセンサを用いたカメラなどであり
、後述する撮像制御部１０２から制御信号が供給された場合、対象物を撮像した画像を撮
像画像データとして、後述する撮像制御部１０２を介して画像データ記憶部１１２に対し
て書き込んで記憶させる。
　撮像制御部１０２は、入射された光に対して偽造防止媒体から出射される光のパターン
（光の色（波長）あるいは文字や絵などの画像）を撮像した画像である撮像画像データを
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撮像部１０１が撮像する際、焦点深度、撮像素子の感度（ＩＳＯ（International Organi
zation for Standardization）感度）などの撮像部１０１の撮像条件を制御する。また、
撮像制御部１０２は、真贋判定に用いる撮像画像データを撮像する際、予め設定された撮
像回数（後述する照射輝度値の種類数に対応）の撮像タイミングの制御信号を、撮像部１
０１、露光制御部１０３及び光特性制御部１０５に対して出力する。
【００１９】
　露光制御部１０３は、露光の撮像の条件として、シャッタースピード、絞り値などの撮
像部１０１の撮像条件を制御する。また、露光制御部１０３は、真贋判定装置１の撮像す
る偽造防止媒体の周囲の明るさに対応し、撮像時において必要に応じて照明部１０４に対
して撮像用の光（照明光）を出射させるための発光指示を出力する。
　照明部１０４は、通常の撮像対象に光を連続して照射する照明だけではなく、撮像対象
に対して短時間に光を照射するフラッシュあるいはストロボ（登録商標）などと呼ばれる
発光装置であってもよい。この照明部１０４は、後述する光特性制御部１０５からの発光
指示に対応し、撮像する対象物に対して所定の強度の光を照射する。本実施形態において
は、照明部１０４をフラッシュ光源として説明する。
【００２０】
　光特性制御部１０５は、撮像制御部１０２から供給される撮像タイミングを示す制御信
号に対応させ、上述したように、照明部１０４に対して偽造防止媒体に照射する照明光を
出射させる発光指示を出力する。
　また、光特性制御部１０５は、撮像する際、制御信号が入力される毎に異なる光特性（
光の特性）の照射光を放射する制御信号を照明部１０４に対して出力する。本実施形態に
おいては、照射光の特性を、照射光の放射輝度として説明する。光特性制御部１０５は、
制御信号が入力される毎に、それぞれ異なった放射輝度の照射光を放射するように照明部
１０４を制御する。ここで、異なった放射輝度のレベルは、後述するシミュレーションに
より正解画像を生成する際、パラメータとして用いた場合、放射輝度に対応して生成され
る正解画像それぞれが同一として判定されない程度に、隣接する放射輝度の輝度値を離間
させる必要が有る。これにより、予め設定した複数の放射輝度それぞれの正解画像データ
と、対応する放射輝度で撮像した撮像画像データとの真贋判定の結果が信頼性の高いもの
となる。
【００２１】
　観察角度推定部１０６は、偽造防止媒体が撮像された撮像画像データの各々の撮像され
た３次元空間において撮像を行った位置である撮像座標値及び撮像部１０１の撮像角度の
各々が含まれる情報である撮像視点を座標変換式（後述）から求める。すなわち、観察角
度推定部１０６は、求めた偽造防止媒体の座標位置と撮像部１０１の撮像座標値及び撮像
方向から、各撮像画像データにおける偽造防止媒体の撮像角度を求める。このとき、観察
角度推定部１０６は、光特性制御部１０５から撮像画像データ毎に、それぞれの撮像画像
データを撮像した際の光の特性値（本実施形態においては照射光の放射輝度値）を取得す
る。そして、観察角度推定部１０６は、撮像画像データに付与した撮像画像データそれぞ
れを識別する撮像画像データ識別情報とともに、求めた撮像座標値と撮像角度とからなる
撮像視点を含む撮像画像データ情報を画像データ記憶部１１２の撮像画像データテーブル
に対して書き込んで記憶させる。この撮像角度（観察角度）により、入射された光に対し
て偽造防止媒体から出射されて、観察される光のパターンが異なる。
【００２２】
　本実施形態においては、偽造防止媒体を所定の焦点距離にて、上述したように、撮像の
際の照射光の光特性の異なる複数枚の撮像画像データを撮像部１０１により撮像する。本
実施形態の場合、撮像画像データを複数枚撮像する場合、撮像画像データ各々の撮像の際
における照明光の光特性としての放射輝度を異ならせて撮像する必要がある。観察角度推
定部１０６は、この撮像された一枚あるいは複数の撮像画像データから、上述したように
、予め設定された座標変換式を用いることにより、３次元空間における偽造撮像媒体を撮
像した撮像画像データ各々の撮像視点（撮像座標値及び撮像角度）を推定している。
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【００２３】
　ここで用いられる座標変換式は、真贋判定対象に設けられた偽造防止媒体に対する真贋
判定処理を行う前処理（真贋判定処理を行う準備）として、事前に複数枚の撮像画像デー
タ（後述するキャリブレーションボードを撮像した撮像画像データ）から３次元空間を再
生した際、複数の撮像画像データの２次元座標における画素の座標位置と３次元空間にお
ける座標位置とを対応付ける際に生成され式である。予め生成された座標変換式は、画像
データ記憶部１１２に対して、予め真贋判定対象あるいは真贋判定対象毎に書き込んで記
憶されている。
【００２４】
　図２は、画像データ記憶部１１２における撮像画像データテーブルの構成例を示す図で
ある。図２の撮像画像データテーブルには、撮像画像データ識別情報と、この撮像画像デ
ータ識別情報に対応させて撮像画像データの撮像角度、撮像座標値、放射輝度値及び撮像
画像データアドレスの各々とが書き込まれて記憶されている。ここで、撮像画像データ識
別情報は、撮像画像データの各々を識別するための情報である。
【００２５】
　上記撮像角度は、例えば、真贋判定対象のいずれかの頂点あるいは座標点を３次元空間
の座標系（以後、３次元座標系）における原点としてこの真贋判定対象を配置した場合に
、撮像画像データを撮像した際における撮像部１０１の撮像方向と偽造防止媒体の表面に
対する法線とのなす角度である。撮像座標値は、３次元空間における撮像部１０１が真贋
判定対象の撮像を行った座標位置を示している。放射輝度は、照明部１０４が放射する照
射光の輝度値を示している。撮像画像データアドレスは、撮像画像データの各々が記憶さ
れている画像データ記憶部１１２における領域のアドレスを示しており、撮像画像データ
を読み出す際のインデックスとなっている。
【００２６】
　図３は、偽造防止媒体に対する撮像部１０１の観察角度を説明する図である。図３にお
いて、偽造防止媒体４００は、例えば紙幣、株券、商品券などの金券、あるいはクレジッ
トカードなどの有価証券類や、医薬品、食料品、高級ブランド品などの商品の偽造及び複
製を防止するために用いられる。偽造防止媒体４００は、金券や有価証券類に対して直接
に印刷あるいは転写され、また、商品（あるいは商品のパッケージ）に対して添付される
封印シールあるいはタグに印刷あるいは転写されている。
【００２７】
　図３においては、クレジットカード３００の表面に対して偽造防止媒体４００が設けら
れている。この偽造防止媒体４００は、本実施形態において、例えば、観察角度によって
色やパターンが変化する回折格子またはホログラムなどがあり、また観察角度によって色
や明るさが変化するＯＶＤ（Optically Variable Device）インキやパール顔料などを用
いることができる。光源（照明ともいう）２００は、光の放射方向２００Ａと法線３５０
とのなす角度である放射角度βにより、偽造防止媒体４００に対して、撮像用の光を照射
する。この撮像用の光が入射されると、偽造防止媒体は所定の光のパターンを出射する。
撮像角度αは、撮像部１０１の撮像方向と法線３５０との成す角度である。撮像角度α及
び放射角度βの各々によって、照射光に対応して偽造防止媒体から出射される光のパター
ンが異なる。
【００２８】
　法線３５０は、クレジットカード３００の表面３００Ａの面方向を示す法線である。観
察角度αは、撮像部１０１の撮像方向１０１Ａと法線３５０とのなす角度である。ここで
、例えば、観察角度推定部１０６は、法線３５０に平行な方向をｚ軸とし、クレジットカ
ード３００の辺の各々がｘ軸及びｙ軸の各々と平行となるように、クレジットカードを３
次元座標系において配置する。例えば、クレジットカード３００の各辺により形成される
頂点のいずれかが、３次元座標系の原点Ｏと一致するように、３次元座標系において、ク
レジットカード３００をｘ軸及びｙ軸からなる２次元平面に配置する。このため、クレジ
ットカード３００の厚さ方向がｚ軸に対して平行となる。このクレジットカード３００の
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３次元形状は、予め既知の情報として、すでに述べた座標変換の式とともに、予め画像デ
ータ記憶部１１２に書き込まれて記憶されている。
【００２９】
　ここで、偽造防止媒体４００について詳述する。
　偽造防止媒体４００は、回折構造によって各種回折光を放つホログラムのようなもので
あっても良い。この場合、ホログラムは反射型、透過型、位相型、体積型など各種ホログ
ラムを用いることができる。
　以下では、特に凹凸構造を有するレリーフ型構造体の例を中心に詳述する。
　図４及び図５に示されるようなレリーフ構造形成層３０２に形成されている第１の凹凸
構造部３１０や第２の凹凸構造部３２０などの凹凸構造の形成方法としては、金属性のス
タンパなどを用いて、放射線硬化成形や押し出し成形、熱プレス成形など種々の方法を用
いることができる。
【００３０】
　第１の凹凸構造部３１０は、凹部または凸部を含む溝状構造を有し、いわゆるレリーフ
型回折格子構造、または、方向の揃った複数の直線状の凹部または凸部が各々形成された
領域を有し、前記方向が互いに異なる複数の領域の組合せからなる指向性散乱構造などの
凹凸構造を用いることができる。
　一般に表示体に用いられる通常の回折格子の多くは、空間周波数を５００～１６００本
／ｍｍとしており、回折格子の空間周波数または向きなどによって、一定の方向から観察
するユーザに対して、異なる色を表示することが可能である。
【００３１】
　これに対し、指向性散乱構造は、図８に示すように特定のセグメントあるいはセル内で
一定の配向方向３３２を取る複数の光散乱構造３３１を含んでいる。これら光散乱構造３
３１は、各々が直線状であり、特定のセグメントあるいはセル内においては、ほぼ平行に
配列されている。
　但し、各光散乱構造３３１は完全に平行である必要はなく、上記指向性散乱構造３３０
の領域が十分な異方性をもった散乱能を有している限り、一部の光散乱構造３３１の長手
方向と他の一部の光散乱構造３３１の長手方向とが交差していても良い。
　上記構造を取ることにより、配向方向３３２に垂直な斜め方向から光を照射して、指向
性散乱構造３３０からなる領域を正面から観察すると、高い光散乱能に起因して、比較的
明るく見えることとなる。
【００３２】
　一方、光散乱軸３３３に垂直な斜め方向から光を照射して、指向性散乱構造３３０を含
む領域を正面から観察すると、低い光散乱能に起因して、比較的暗く見えることとなる。
　従って、このような光散乱構造３３１を含むセグメントまたはセルにおいて、各セグメ
ントまたはセル毎に配向方向３３２を任意に設けることにより、比較的明るい部分と比較
的暗い部分の組合せによるパターンが形成され、観察する位置あるいは光を照射する位置
を変化させて観察することにより、明暗の逆転などが観察される。
　上記第１の凹凸構造部３０１は、上記レリーフ型回折格子構造や指向性散乱構造などの
構造を単独あるいは複合的に設けることができるが、必ずしもこれらに限定されるもので
はない。
　また、第２の凹凸構造部３２０に採用可能な構造の一例を図６に斜視図として示してい
る。
【００３３】
　図６に示す第２の凹凸構造部３２０には、複数の凸部３２１が設けられている。
ここでは、複数の凸部３２１のみにより第２の凹凸構造部３２０が形成されているが、こ
れは一例にすぎず、本実施形態では、複数の凹部を用いて第２の凹凸構造部３２０を形成
することができる。
　本実施形態における第２の凹凸構造部３２０に設けられた単一の凹部または凸部の表面
積は、単一の凹部または凸部をレリーフ構造形成層３０２表面へ配列するのに要する占有
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面積の１．５倍以上であることが好ましい。
　単一の凹部または凸部の表面積が占有面積の１．５倍以上とすることにより、良好な低
反射性、低散乱性を得ることができる。すなわち、第１の凹凸構造部と明らかに異なる色
調となり、撮像部１０１によって撮像した際に認識しやすくなるためである。一方で、単
一の凹部または凸部の表面積が占有面積の１．５倍より小さい場合には、反射率が高くな
るため好ましくない。
【００３４】
　また、レリーフ構造形成層３０２に形成される第２の凹凸構造部３２０における複数の
凹部または凸部に用いられる形状としては、順テーパ形状であることが望ましい。
　ここで、順テーパ形状とは、凹部または凸部の基材表面に対して平行な断面積が、凹部
または凸部の基端から先端に行くに従い減少するように形成されている場合をいう。具体
的には、円錐状、角錐状、楕円錐状、円柱状もしくは円筒状、角柱状もしくは角筒状、截
頭円錐状、截頭角錐状、截頭楕円錐状、円柱もしくは円筒に円錐を接合した形状、角柱も
しくは角筒に角錐を接合した形状、半球、半楕円体、弾丸型、及び、おわん型をした形状
などを挙げることができる。
　図６に示す様に、第２の凹凸構造部３２０において、隣接する凹部または凸部の中心間
距離が一定である時、図７に示すように、第２の凹凸構造部３２０に光を照射すると、第
２の凹凸構造部３２０は、入射光５０１の進行方向に対して、特定の方向に回折光を射出
する。
【００３５】
　一般的に回折光に関しては、以下の式で表すことができる。
　　　ｄ（ｓｉｎα±ｓｉｎβ）＝ｎλ　…　（１）
　式（１）において、ｄは凹部または凸部の中心間距離を表し、λは入射光及び回折光の
波長を表している。また、αは入射光の入射角を、βは回折光の射出角を表しており、ｎ
は次数であり、最も代表的な回折光は、１次回折光であることから、ｎ＝１と考えること
ができる。
【００３６】
　ここで、入射角αは、０次回折光すなわち正反射光の射出角と同じと考えることができ
、また、α、βは、表示体に対する法線方向すなわち、図５のＺ軸から時計回りの方向を
正方向とする。よって、式（１）は以下のように表される。
　　　ｄ（ｓｉｎα－ｓｉｎβ）＝λ　…　（２）
　従って、凹部または凸部の中心間距離ｄと、入射角すなわち０次回折光の入射角αを一
定とした時、式（２）から明らかなように、１次回折光５０３の射出角βは、波長λに応
じて変化する。従って、照明光が白色光である場合、凹凸構造部の観察角度を変化させる
と、撮像部１０１が撮像する色が変化する。
【００３７】
　第２の凹凸構造部３２０は、それぞれの凹部または凸部の中心間距離が４００ｎｍ以下
の順テーパ形状をしているため、法線方向からの撮像では殆ど黒色であるのに対し、特定
の条件下すなわち白色光の入射角αが６０°～９０°の環境下において、特定波長の光の
１次回折光５０３の射出角｜β｜を入射角の近傍に設計することが可能となる。
　例えば、入射角α＝６０°、ｄ＝３４０ｎｍとした場合に、λ＝６００ｎｍに対する射
出角｜β｜はおよそ６４°となる。
【００３８】
　これに対し、第１の凹凸構造部３１０は、いわゆる回折格子構造などであるため、入射
角近傍に１次回折光の射出角を設定することは困難である。
【００３９】
　そのため、真贋判定装置１による識別作業において、光源２００と撮像部１０１とが比
較的近傍にあることによって、ある特定条件下における前記第２の凹凸構造部３２０の明
確な色変化を捉えることが可能となる。
【００４０】
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　さらに、偽造防止媒体４００は、例えば、表面にナノメートル大の微細孔などや微細構
造を設けることによって発生する表面プラズモン伝搬を活用する構成、または、凹凸構造
の深さを制御することによって、入射光に対する反射光や透過光の色を制御する構造色を
活用する構成を有していても良い。
　また、偽造防止媒体４００は、例えば、微小球体または球状構造による再起反射特性を
活用するような構成、微小領域の表面構造に勾配を形成し反射特性を持たせることで、特
定方向にのみ入射光を反射/透過させる角度制御ミラーのような構成、または、凹版印刷
によって設けられる凹凸形状を持った印刷物のような構成を有していても良い。
【００４１】
　さらに、偽造防止媒体４００は、例えば、覗き見防止フィルムなどで活用されている高
さを持った壁面を狭域に多数配置することで、視域を制限する構造を活用するような構成
、面上に特定間隔で設けられた細線によって視域が制限されることによって面の奥に形成
された画像が変化して見えるパララックスバリア方式を活用するような構成、または、レ
ンチキュラーレンズまたはマイクロレンズアレイなどを用いることによって、レンズの奥
に形成された画像が変化して見えることを活用するような構成を有していても良い。
　また、偽造防止媒体４００は、例えば、雲母に金属酸化物が被覆されたパール顔料が印
刷などによって設けられた構成を有していても良い。
【００４２】
　偽造防止媒体４００は、例えば、屈折率の異なる透明材料や金属などの薄膜が複数層設
けられることによって、干渉現象により入射光の反射角度や透過角度によって色が変化す
る多層薄膜を活用する構成、多層薄膜を破砕してフレーク状にして顔料として印刷などに
よって設けた構成、微小粒子に化学処理などによって薄膜を被覆することによって干渉現
象を生じさせる粒子が印刷などによって設けられた構成、コレステリック液晶に代表され
るような液晶材料をポリマーなどによって固定化させて活用するような構成を有していて
も良い。液晶材料については、面状に設けられた液晶材料を使用しても、破砕処理を加え
て顔料化した後に印刷などによって設けられた液晶材料を使用しても良い。
【００４３】
　また、偽造防止媒体４００は、例えば、酸化鉄、酸化クロム、コバルト、及びフェライ
トなどに代表される磁性体を磁力によって配向させ面状に設けることによって反射光や透
過光に指向性を持たせた磁気配向材料を用いる構成、上記磁気配向材料をコアとして前述
のように化学処理などを追加することによって多層膜を設けるような構成、及び、銀ナノ
粒子または量子ドットに代表されるナノメートル大の粒子によって生じる光学効果を活用
するような構成を有していても良い。
【００４４】
　図１に戻り、観察角度推定部１０６は、各撮像画像データの観察角度を求める際、画像
データ記憶部１１２から撮像画像データ及び放射輝度値を読み出し、３次元座標系におけ
るクレジットカード３００の３次元形状の各座標と、撮像画像データ（２次元座標系）の
各画素（座標）とを、上記座標変換式により対応付けることにより、３次元空間の３次元
座標系における撮像画像データの撮像座標値と、この撮像座標値からの撮像画像データの
撮像方向を求める。このとき、観察角度推定部１０６は、すでに述べたように、３次元座
標系においてクレジットカード３００の３次元形状のいずれかの頂点を原点とし、法線３
５０がｚ軸と平行となり、各辺がｘ軸またはｙ軸と平行となるように、クレジットカード
３００を３次元空間に配置する。
【００４５】
　そして、観察角度推定部１０６は、このクレジットカード３００の３次元形状を基準と
して、３次元座標系における撮像部１０１の撮像画像データの撮像座標値、及び撮像方向
を求める。これにより、観察角度推定部１０６は、法線３５０と撮像部１０１の撮像方向
との成す撮像角度αを求める。観察角度推定部１０６は、撮像画像データの撮像画像デー
タ識別情報及び放射輝度値とともに、求めた撮像座標値、撮像角度、撮像画像データの撮
像画像データアドレスの各々を、画像データ記憶部１１２の撮像画像データテーブルに対
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して書き込んで記憶させる。
【００４６】
　本実施形態においては、事前に撮像部１０１に対してカメラキャリブレーション(カメ
ラ較正)が行われていることが前提として必要である。このカメラキャリブレーションと
は、予め三次元形状が既知なキャリブレーションボードを撮像領域内で一回あるいは複数
回撮像し、撮像された一枚あるいは複数の撮像画像データを用いて三次元空間の三次元座
標系における座標点と、撮像画像データの２次元座標系における座標点（二次元ピクセル
）の複数の座標点の対応を取る。これにより、撮像部１０１とキャリブレーションボード
との相対位置関係(以下、外部パラメタ)を示す上記座標変換式と、撮像部１０１の光学中
心や各画素（２次元ピクセル）における光線入射方向ベクトル、レンズ歪みなど(以下、
撮像部１０１の内部パラメタ)を推定する。
【００４７】
　すなわち、本実施形態においては、後述する観察角度推定部１０６が撮像画像データの
観察角度を推定するため、予め撮像部１０１で撮像した複数の異なる視点方向からキャリ
ブレーションボードを撮像した２次元画像から、すなわち多視点の撮像画像データからグ
ローバル座標系（３次元座標系）を再構成する。そして、同一ピクセルにおける再構成し
た３次元座標系における座標点と、撮像部１０１が撮像した撮像画像データの２次元座標
系における座標点との対応関係を示す座標変換式を、カメラキャリブレーション時に求め
ておく。
【００４８】
　上述したように、本実施形態において、観察角度の推定は、事前に撮像部１０１に対し
てカメラキャリブレーション(カメラ較正)が行われており、識別システムにおける偽造防
止媒体の真贋判別処理の実行時に撮像部１０１の内部パラメタが既知であり、かつ真贋判
定対象及び偽造防止媒体の三次元形状が既知であることが前提である。これにより、偽造
防止媒体を複数の異なる位置から撮像画像データを撮像し、上記座標変換式によって三次
元座標系における座標点と撮像画像データの二次元座標系のピクセルとの複数の対応点情
報を得て、この複数の対応点座標から撮像部１０１と偽造防止媒体の相対位置関係を推定
できる。同様に、偽造防止媒体を一回のみ撮像する場合も、一枚の撮像画像データにおい
て、上記座標変換式によって三次元座標系における座標点と二次元座標系のピクセルとの
複数の対応点情報を得て、この複数の対応点座標から撮像部１０１と偽造防止媒体の相対
位置関係を推定できる。すなわち、偽造防止媒体を撮像した際における撮像部１０１の観
察位置及び観察角度（撮像方向）が推定できる。
【００４９】
　本実施形態において、例えばカメラキャリブレーションとしては、良く知られている手
法の一つである、Z.Zhangによる解析手法(Z.Zhang, "A flexible new technique for cam
era calibration", IEEE Transactions on Pattern Analysis and Machine Intelligence
, Vol.22, No.11, pages 1330-1334, 2000)を適用して、撮像画像データを撮像した際の
観察角度を推定することができる。ただし、上記Z.Zhangによる解析手法を適用して観察
角度の推定を行う場合、識別システムに入力する撮像画像データは、カメラキャリブレー
ション時に固定された焦点と同様の焦点（望ましくは同一の焦点）で撮像された画像デー
タである必要がある。
【００５０】
　図１に戻り、利用可能画像選択部１０７は、撮像部１０１が撮像した撮像画像データの
中から真贋処理に用いることが可能な撮像画像データを選択する。ここで、利用可能画像
選択部１０７は、撮像部１０１が撮像した撮像画像データから真贋処理に用いることが可
能な撮像画像データの選択を行う際、撮像画像データの観察角度が真贋判定の可能な判定
可能角度内にあるか否かの判定を行う。また、利用可能画像選択部１０７は、例えば、偽
造防止媒体４００の形状の全てが撮像画像データに撮像されているか否か、あるいはピン
トが合っているか否か、輝度ヒストグラムの分布（後述）が適切であるか否かなどを判定
する。
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【００５１】
　そして、利用可能画像選択部１０７は、撮像角度が真贋判定の可能な判定可能角度内に
あり、かつ撮像座標値が判定可能座標値内ある撮像画像データを、真贋処理に用いること
が可能な撮像画像データとして選択する。利用可能画像選択部１０７は、選択した撮像画
像データに対して判定画像データ識別情報を付与し、この撮像画像データの撮像画像デー
タ識別情報とともに、画像データ記憶部１１２における真贋判定用撮像画像データテーブ
ルに対して書き込んで記憶させる。
　すなわち、利用可能画像選択部１０７は、後述する観察角度推定部１０６により求めら
れた撮像角度が、予め設定されている所定の設定撮像角度（例えば、所定の誤差を含んだ
撮像角度範囲）のいずれかに含まれているか否かの判定を行う。また、利用可能画像選択
部１０７は、予め設定されている所定の設定撮像座標値（例えば、所定の誤差を含んだ撮
像座標値範囲）のいずれかに含まれているか否かの判定を行う。
【００５２】
　図９は、画像データ記憶部１１２における真贋判定用撮像画像データテーブルの構成例
を示す図である。図９の真贋判定用撮像画像データテーブルには、判定画像データ識別情
報と、この判定画像データ識別情報が示す撮像画像データの撮像画像データと、正解画像
データが記憶されている領域の先頭アドレスを示す正解画像データアドレスと、撮像画像
データ及び正解画像データの類似度とが対応付けられて書き込まれて記憶されている。
【００５３】
　この真贋判定用撮像画像データテーブルにおいて、判定画像データ識別情報は、真贋処
理に用いることが可能な撮像画像データを識別する識別情報である。撮像画像データ識別
情報は、撮像画像データを識別する識別情報である。正解画像データアドレスは、撮像画
像データの各々が記憶されている画像データ記憶部１１２の領域のアドレスを示しており
、画像データ記憶部１１２から正解画像データを読み出す際のインデックスとなっている
。この正解画像データアドレスに記憶されている正解画像データは、対応する撮像画像デ
ータと比較するための画像データである。類似度は、撮像画像データと正解画像データと
の類似性の度合いを示す数値である。正解画像データに関しては、後述するように、撮像
画像データ毎に作成されるため、本実施形態においては光特性である放射輝度値毎に作成
されており、それぞれに判定画像データ識別情報が付与されている。
【００５４】
　図１に戻り、正解画像生成部１０８は、利用可能画像選択部１０７が選択した撮像画像
データと比較するために、それぞれの撮像画像データの放射輝度値に対応する正解画像デ
ータを生成する。この正解画像データは、撮像画像データと同一の撮像視点から撮像した
画像データであり、偽造防止媒体４００の構造に対応してシミュレーションや予め偽造防
止媒体４００を事前に撮像した撮像画像データから求められる。すでに説明したように、
偽造防止媒体４００は、回折格子やホログラフィから形成された構成である場合、雲母に
金属酸化物が被覆された顔料を含むＯＶＤインキやパール顔料から形成された構成である
場合、屈折率の異なる層を繰り返して積層して形成された構成である場合、コレステリッ
ク液晶から形成された構成である場合がある。
【００５５】
　このため、正解画像生成部１０８は、上記撮像視点及び放射輝度値に基づき、それぞれ
の場合に対応して、正解画像データの生成を行う。例えば、偽造防止媒体４００が回折格
子を用いて形成された構成の場合、この回折格子の設計情報に基づき、撮像視点（撮像座
標値及び撮像角度）及び放射輝度値をパラメタとした正解画像生成関数を用いて、正解画
像データをシミュレーションにより算出して生成する。そして、正解画像生成部１０８は
、生成した正解画像データを画像データ記憶部１１２に対して書き込んで記憶させ、この
書き込んだ領域の先頭アドレスを正解画像データアドレスとする。正解画像生成部１０８
は、比較する撮像画像データの撮像画像識別情報に対応させて、上記正解画像データアド
レスを画像データ記憶部１１２の真贋判定用撮像画像データテーブルに書き込んで記憶さ
せる。
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【００５６】
　また、ＯＶＤインキやパール顔料の場合、屈折率の異なる層を繰り返して積層した場合
、コレステリック液晶からなる場合などの正解画像データの関数を用いた算出が不可能な
対象に対しては、偽造防止媒体４００をあらゆる観察角度から撮像し、撮像された撮像画
像データを正解画像データとして画像データ記憶部１１２においてデータベース化してお
く。これにより、正解画像生成部１０８は、比較する撮像画像データの観察角度に対応さ
せてデータベースから正解画像データを読み出し、比較する撮像画像データの撮像画像識
別情報に対応させて、真贋判定用撮像画像データテーブルに書き込んで記憶させる構成と
しても良い。
【００５７】
　類似度算出部１０９は、画像データ記憶部１１２における真贋判定用撮像画像データテ
ーブルを参照し、順次、同一撮像対象を撮像した判定画像データ識別情報に対応した撮像
画像データ識別情報及び正解画像データアドレスの各々を読み出す。そして、類似度算出
部１０９は、この撮像画像データ識別情報に対応した撮像画像データアドレスを、画像デ
ータ記憶部１１２における撮像画像データテーブルから読み出す。これにより、類似度算
出部１０９は、画像データ記憶部１１２から、撮像画像データアドレスに対応する撮像画
像データと、正解画像データアドレスに対応する正解画像データとを読み出す。
　また、異なる偽造防止媒体４００を撮像した場合、画像データ記憶部１１２において、
偽造防止媒体４００の種類毎に、撮像画像データテーブル及び真贋判定用撮像画像データ
テーブルの各々が生成される。そして、観察角度推定部１０６は、撮像画像テーブル毎に
種類を識別する種類識別情報を付与する。利用可能画像選択部１０７は、上記種類識別情
報に対応して真贋判定用撮像画像データテーブルを生成する。
【００５８】
　そして、類似度算出部１０９は、読み出した正解画像データに対する撮像画像データの
類似度をテンプレートマッチングにより算出する。ここで、類似度算出部１０９は、例え
ば、撮像画像データと正解画像データとの各々において対応する画素毎（カラー画像であ
ればＲＧＢ（Red（赤）、Green (緑）、Blue（青 ）毎）の輝度値の平均二乗誤差を求め
て、この平均二乗誤差を全ての画素（ピクセル）あるいは一部の対応する画素おいて加算
し、この加算結果を類似度を示す数値として出力する。したがって、類似度の数値が低い
ほど、撮像画像データと正解画像データとは類似している。ここで、一部の対応する画素
としては、正解画像データにおいて他の画素に対して、観察角度によって大幅に異なる特
徴的な光のパターンの部分が選択されて用いられる。
【００５９】
　また、類似度算出部１０９は、撮像画像データ及び正解画像データのピクセルの全て、
あるいは一部の対応するピクセルのＲＧＢの数値を適切な色空間に変換した後、色空間の
ユークリッド距離の二乗値を加算し、この加算結果を類似度を示す数値として出力する構
成としても良い。この場合も平均二乗誤差を用いた場合と同様に、類似度の数値が低いほ
ど、撮像画像データと正解画像データとは類似している。
【００６０】
　上述したように、類似度算出部１０９は、画像データ記憶部１１２における真贋判定用
撮像画像データテーブルの判定画像データ識別情報に順次対応して、各撮像画像データと
撮像画像データに対応する正解画像データとの類似度を求める。そして、類似度算出部１
０９は、求めた類似度を、この類似度を求めた撮像画像データの撮像画像データ識別情報
に対応させて、画像データ記憶部１１２における真贋判定用撮像画像データテーブルに対
して書き込んで記憶させる。
【００６１】
　また、撮像画像データを撮像した際における照明光の放射輝度値が、正解画像生成関数
において高い精度で正解画像データの生成に対応していない場合、すなわち放射輝度値が
正確に正解画像データに反映されない場合、単純な画素の比較ができない。
　このため、所定の画素間におけるＲＧＢの色味で評価、すなわち撮像画像データの所定
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の画素間におけるＲ／Ｇ（Ｒの階調度及びＧの階調度との比）と、撮像画像データの所定
の画素間に対応する正解画像データの画素間におけるＲ／Ｇとの平均二乗誤差を算出して
、照明光の強度の差を吸収させて、高い精度の類似度を示す数値を算出するように構成し
ても良い。所定の画素間とは、２点の画素Ａ及び画素Ｂを組としておき、画素ＡのＲの階
調度を画素ＢのＧの階調度で除算した比として、Ｒ／Ｇを求める。また、Ｒ／Ｇのみでな
く、Ｂ／Ｇ（Ｂの階調度及びＧの階調度との比）を組合わせて用いても良い。ここで、所
定の画素間とは、予めＲ／ＧやＢ／Ｇが大きくなる画素の組合せを設定させておく。
【００６２】
　真贋判定部１１０は、判定画像データ識別情報に対応して類似度が真贋判定用撮像画像
データテーブルに書き込まれる毎に、この真贋判定用撮像画像データテーブルから、判定
画像データ識別情報に対応する類似度を順次読み出す。そして、真贋判定部１１０は、読
み出した判定画像データ識別情報に対応する類似度の各々と、予め設定されている類似閾
値とを比較する。この類似閾値は、任意の撮像視点（後述するように、撮像座標値が撮像
座標値範囲内、かつ撮像角度が撮像角度範囲内）、放射輝度値で撮像した撮像画像データ
と、この撮像画像データの撮像視点、放射輝度値の各々に対応して求めた正解画像データ
との類似度を複数の異なる撮像視点、放射輝度値で算出し、同一撮像視点かつ同一放射輝
度値毎において撮像画像データと正解画像データとの類似度を超える数値となるような実
験値として予め求められて設定されている。撮像座標値毎、撮像角度毎及び放射輝度値毎
に異なる類似閾値が求められており、真贋判定部１１０は、撮像視点（撮像角度、撮像座
標値）及び放射輝度値の各々に対応した類似閾値を用いて、偽造防止媒体の真贋判定処理
を行う。
【００６３】
　また、真贋判定部１１０は、一枚から複数枚における撮像画像データの類似度を求め、
一枚でも、対応する正解画像データとの類似度が類似閾値以上であれば、その偽造防止媒
体４００が付加されているクレジットカード３００（真贋判定対象）を偽である（贋物で
ある）と判定する。一方、真贋判定部１１０は、放射輝度値毎の撮像画像データの類似度
を求め、全ての放射輝度値における撮像画像データの類似度が類似閾値未満であれば、そ
の偽造防止媒体４００が付加されているクレジットカード３００（真贋判定対象）を真で
ある（本物である）と判定する。ここで、真贋判定に用いられる撮像画像データの数、す
なわち放射輝度値の種類の数が予め設定されている。
　真贋判定の撮像が動画モードで行われる場合、真贋判定部１１０は、動画で偽造防止媒
体を撮像したフレーム画像から、正解画像データの撮像視点に対応したフレーム画像を撮
像画像データとして用いる構成としても良い。
【００６４】
　表示部１１１は、例えば液晶ディスプレイであり、自身の表示画面に対して画像を表示
する。真贋判定部１１０は、表示部１１１に対して、真贋判定の結果として、偽造防止媒
体の添付されている物品が真（正品）、あるいは偽（非正品）であることを、表示部１１
１の表示画面に対して表示させる。
　画像データ記憶部１１２には、すでに説明した撮像画像データ、正解画像データ、撮像
画像データテーブル及び真贋判定用撮像画像データテーブルの各々が書き込まれて記憶さ
れている。
【００６５】
　また、撮像制御部１０２は、撮像時において、偽造防止媒体を撮像する際の撮像視点が
予め設定された撮像視点（撮像座標値及び撮像角度）の範囲、すなわち撮像座標値範囲、
撮像角度範囲に入っているか否かの判定を行う。ここで、撮像角度範囲とは、回折格子や
ホログラムにおいて、異なる観察角度によって、それぞれ異なる色あるいは光のパターン
を観察することができる角度の範囲を示している。この撮像角度範囲に観察角度が入って
いない場合、偽造防止媒体固有の光学現象が観察されないため、この偽造防止媒体の真贋
判定を行うことができない。また、撮像座標値範囲とは、偽造防止媒体を撮像する際の３
次元座標系において、偽造防止媒体である回折格子やホログラムの光のパターンが全て撮
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像データに含まれる座標値を示している。
【００６６】
　このとき、撮像制御部１０２は、３次元座標系における撮像部１０１の撮像座標値と撮
像方向に対応した撮像角度を、観察角度推定部１０６に対して推定させる。そして、撮像
制御部１０２は、観察角度推定部１０６が推定した撮像座標値及び撮像角度の各々が撮像
座標値範囲、撮像角度範囲のそれぞれに入っている場合に、撮像処理における撮像視点の
条件を満たしていると判定する。一方、撮像制御部１０２は、推定された撮像座標値及び
撮像角度の各々が、撮像座標値範囲、撮像角度範囲それぞれに入っていない場合に、撮像
処理における撮像視点の条件を満たさないと判定し、撮像視点が条件を満たしていないた
め、真贋判定に用いることができないことを示す表示を表示部１１１の表示画面に表示し
、ユーザに対して撮像視点の調整をユーザに促す。
【００６７】
　また、撮像制御部１０２は、撮像条件として、撮像部１０１における露光条件を設定す
る際、輝度ヒストグラムを生成する。撮像制御部１０２は、各画素の階調度の分布を示す
ものであり、撮像画像データにおける階調度の分布が高階調度側あるいは低階調度側に偏
っていないか否かの判定において、生成した輝度ヒストグラムを用いている。例えば、輝
度ヒストグラムにおける階調度の分布が低階調度側に偏っている場合、すなわち、階調度
が「０」から「２５５」の２５６段階で表現されており、撮像画像データにおける階調度
「０」近傍の画素が多い場合、撮像画像データに黒つぶれが発生して正解画像データとの
比較が行えなくなる。一方、輝度ヒストグラムにおける階調度の分布が高階調度側に偏っ
ている場合、すなわち撮像画像データにおける階調度「２５５」近傍の画素が多い場合、
撮像画像データに白飛びが発生して正解画像データとの比較が行えなくなる。
【００６８】
　このため、輝度ヒストグラムの分布が階調度が「０」から「２５５」の範囲の中央近傍
に存在するように、露光条件を設定する必要がある。
　撮像制御部１０２は、輝度ヒストグラムの階調度の分布に基づき、照明の調整が必要か
否かの判定を行う。撮像制御部１０２は、黒つぶれが発生することが推定され、輝度ヒス
トグラムの分布を高階調度側にシフトさせる照明の調整が必要な場合、露光制御部１０３
に対して照明部１０４の撮像時における偽造防止媒体４００の照明を所定の強度で行わせ
る（例えば所定の放射輝度値（光の強度）のフラッシュ光を撮像方向に照射させる）。ま
た、撮像制御部１０２は、真贋判定装置１が露光制御部１０３及び照明部１０４を有して
いない場合、必要な放射輝度値の照射光の放射を偽造防止媒体４００に対して行うことを
示す制御信号を、光特性制御部１０５に対して出力する。
【００６９】
　一方、撮像制御部１０２は、白飛びが発生することが推定され、輝度ヒストグラムの分
布を低階調度側にシフトさせる照明の調整が必要な場合、露光制御部１０３に対して照明
部１０４の撮像時における偽造防止媒体４００に対する照射光を所定の強度で行わせる。
　上述の処理において、輝度ヒストグラムの分布状態と、分布状態に対応する露光条件や
照明の強度などの制御条件とを記載した露光制御テーブルを作成し、画像データ記憶部１
１２に対して予め書き込んでおく構成としても良い。この場合、撮像制御部１０２は、撮
像する撮像画像データの輝度ヒストグラムのパターンに類似する輝度ヒストグラムを画像
データ記憶部１１２における露光制御テーブルから検索し、撮像する撮像画像データの露
光条件や照明の強度などの制御条件の情報を読み出し、露光条件を露光制御部１０３へ出
力し、照明の強度の制御条件を光特性制御部１０５に対して出力し、撮像時における露光
及び照射光の放射輝度値を制御する。
　また、光特性制御部１０５は、撮像制御部１０２から供給される照射光の放射輝度値に
対応して照明部１０４を駆動する。正解画像生成部１０８は、光特性制御部１０５が放射
した放射輝度値に対応して、正解画像データを生成する。
【００７０】
　また、露光制御部１０３に対して照度センサを設け、この照度センサにより測定される
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照度により、露光条件や照明の照度を設定するようにしても良い。ここで、照度と、照度
に対応する露光条件や照明の強度などの制御条件とを記載した露光制御テーブルを作成し
、画像データ記憶部１１２に対して予め書き込んでおく構成としても良い。この場合、撮
像制御部１０２は、撮像画像データを撮像する際の照度に対応させて、画像データ記憶部
１１２における露光制御テーブルから検索し、撮像する撮像画像データの露光条件や照射
する照射光の放射輝度値などの制御条件の情報を読み出し、露光条件を露光制御部１０３
へ出力し、照明の強度の制御条件を光特性制御部１０５に対して出力し、撮像時における
露光及び照射光の放射輝度値を制御する。
【００７１】
　次に、図１０は、第１の実施形態の識別システムにおける偽造防止媒体を用いた真贋判
定対象に対する真贋判定の処理に用いる撮像画像データの撮像の動作例を示すフローチャ
ートである。以下の説明における撮像画像データの撮像の処理は、予め設定された撮像視
点における放射輝度値の種類の数、本実施形態においては２種類の放射輝度値の各々に対
応する撮像画像データを撮像する。
　ステップＳ１：
　撮像制御部１０２は、撮像部１０１における真贋判定対象の現在の撮像条件を検出、例
えば露光条件などを検出する。
【００７２】
　ステップＳ２：
　撮像制御部１０２は、露光条件などの撮像条件の全てが、正解画像データと比較するこ
とが可能な品質の撮像画像データが撮像できる条件であるか否かの判定を行う。
　このとき、撮像制御部１０２は、正解画像データと比較することが可能な品質の撮像画
像データが撮像できる撮像条件である場合、処理をステップＳ３へ進める。一方、撮像制
御部１０２は、正解画像データと比較することが可能な品質の撮像画像データが撮像でき
る撮像条件でない場合、処理をステップＳ４へ進める。
【００７３】
　ステップＳ３：
　撮像制御部１０２は、観察角度推定部１０６に対して、３次元座標系における撮像画像
データにおける偽造防止媒体４００の座標値、撮像部１０１の撮像座標値及び撮像角度を
抽出させる。ここで、観察角度推定部１０６は、撮像部１０１の撮像範囲内におけるクレ
ジットカード３００（真贋判定対象）の３次元形状を得る。そして、観察角度推定部１０
６は、得られたクレジットカード３００の３次元形状と、予め記憶されているクレジット
カード３００の３次元形状とを比較し、撮像部１０１の撮像範囲内における偽造防止媒体
４００の領域を抽出する。観察角度推定部１０６は、偽造防止媒体４００の座標値、撮像
部１０１の撮像座標値及び撮像方向から、撮像部１０１の偽造防止媒体４００に対する撮
像角度を求める。そして、観察角度推定部１０６は、求めた撮像座標値及び撮像角度の各
々を、撮像制御部１０２に対して出力する。
【００７４】
　ステップＳ４：
　撮像制御部１０２は、撮像条件において満たされていない条件を表示部１１１の表示画
面に表示し、ユーザに対して撮像条件における満たされていない条件の調整を示唆する。
【００７５】
　ステップＳ５：
　撮像制御部１０２は、撮像部１０１の撮像視点が偽造防止媒体４００を撮像するに適し
た予め設定された撮像座標値範囲及び撮像角度範囲の各々に、撮像座標値、撮像角度それ
ぞれが入っているか否か、すなわち予め設定された撮像視点に対して撮像部１０１の撮像
視点正しいか否かの判定を行う。
　このとき、撮像制御部１０２は、撮像部１０１の撮像視点が正しい場合、すなわち撮像
部１０１の撮像座標値が撮像座標値範囲に含まれ、かつ撮像角度が撮像角度範囲に含まれ
ている場合処理をステップＳ６へ進める。一方、撮像制御部１０２は、撮像部１０１の撮
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像視点が正しい場合、すなわち、撮像部１０１の撮像座標値が撮像座標値範囲に含まれて
いない場合、あるいは撮像角度が撮像角度範囲に含まれていない場合、または撮像座標値
及び撮像角度の各々が撮像座標値範囲、撮像角度範囲それぞれに含まれていない場合、処
理をステップＳ６へ進める。
【００７６】
　ステップＳ６：
　撮像制御部１０２は、撮像部１０１の撮像視点が偽造防止媒体に対して、予め設定され
た範囲内に含まれるように、撮像部１０１の撮像する撮像視点を調整することを表示部１
１１の表示画面に表示し、ユーザに対して撮像視点の変更を示唆する。
【００７７】
　ステップＳ７：
　撮像制御部１０２は、第１撮像タイミングを示す制御信号を、撮像部１０１、露光制御
部１０３及び光特性制御部１０５の各々に対して出力する。
　これにより、露光制御部１０３は、撮像部１０１における露光を制御する。また、光特
性制御部１０５は、第１撮像タイミングに対応した第１放射輝度値の照射光を、照明部１
０４に対して放射する制御信号を出力する。照明部１０４は、光特性制御部１０５から供
給された第１放射輝度値の照射光を照射する。
　そして、撮像部１０１は、撮像対象に対する撮像処理を行い、偽造防止媒体の画像を含
む第１撮像画像データを生成し、撮像制御部１０２に対して第１撮像画像データを出力す
る。
【００７８】
　撮像制御部１０２は、撮像部１０１から供給される第１撮像画像データを画像データ記
憶部１１２に対して書き込み、第１撮像画像テーブルに対して、撮像画像データ識別情報
を付与し、撮像画像データアドレス及び第１放射輝度値を、画像データ記憶部１１２の撮
像画像テーブルに対して書き込んで記憶させる。
　観察角度推定部１０６は、画像データ記憶部１１２における撮像画像テーブルに対し、
撮像座標値及び撮像角度の各々を書き込んで記憶させる。
【００７９】
　ステップＳ８：
　第１のタイミングを出力してから所定の時間経過後に、撮像制御部１０２は、第２撮像
タイミングを示す制御信号を、撮像部１０１、露光制御部１０３及び光特性制御部１０５
の各々に対して出力する。
　これにより、露光制御部１０３は、撮像部１０１における露光を制御する。また、光特
性制御部１０５は、第２撮像タイミングに対応した第２放射輝度値の照射光を、照明部１
０４に対して放射する制御信号を出力する。照明部１０４は、光特性制御部１０５から供
給された第２放射輝度値の照射光を照射する。
　そして、撮像部１０１は、撮像対象に対する撮像処理を行い、偽造防止媒体の画像を含
む第２撮像画像データを生成し、撮像制御部１０２に対して第２撮像画像データを出力す
る。
【００８０】
　撮像制御部１０２は、撮像部１０１から供給される第１撮像画像データを画像データ記
憶部１１２に対して書き込み、第１撮像画像テーブルに対して、撮像画像データ識別情報
を付与し、撮像画像データアドレス及び第２放射輝度値を、画像データ記憶部１１２の撮
像画像テーブルに対して書き込んで記憶させる。
　観察角度推定部１０６は、画像データ記憶部１１２における撮像画像テーブルに対し、
撮像座標値及び撮像角度の各々を書き込んで記憶させる。
【００８１】
　次に、図１１は、第１の実施形態の識別システムにおける偽造防止媒体を用いた真贋判
定対象に対する真贋判定の処理の動作例を示すフローチャートである。
　ステップＳ２１：
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　利用可能画像選択部１０７は、処理すべき撮像画像データ（第１撮像画像データ及び第
２撮像画像データ）が、画像データ記憶部１１２の撮像画像データテーブルに存在するか
否かの判定を行う。
　このとき、利用可能画像選択部１０７は、処理すべき撮像画像データが撮像画像データ
テーブルに存在する場合、処理をステップＳ２２へ進める。一方、利用可能画像選択部１
０７は、処理すべき撮像画像データが撮像画像データテーブルに存在しない場合、すなわ
ち、第１撮像画像データ及び第２撮像画像データのいずれか、あるいは第１撮像画像デー
タ及び第２撮像画像データの双方が存在しない場合、ステップＳ２１の処理を繰り返して
行う。ここで、利用可能画像選択部１０７は、第１撮像画像テーブル及び第２撮像画像テ
ーブルの双方が揃ったか否かを判定している。
【００８２】
　ステップＳ２２：
　利用可能画像選択部１０７は、第１撮像画像データ及び第２撮像画像データの各々の撮
像画像データアドレスを、画像データ記憶部１１２における撮像画像データテーブルから
読み出す。
　そして、利用可能画像選択部１０７は、読み出した撮像画像データアドレスにより、第
１撮像画像データ及び第２撮像画像データの各々を、画像データ記憶部１１２から順次読
み込んで、正解画像データとの比較が可能か否かの判定に用いる。
【００８３】
　ステップＳ２３：
　利用可能画像選択部１０７は、読み出した撮像画像データの各々が正解画像データとの
比較が可能か否かの判定を行う。
　ここで、利用可能画像選択部１０７は、例えば、偽造防止媒体４００の形状の全てが第
１撮像画像データ及び第２撮像画像データの各々に撮像されているか否か、あるいはピン
トが合っているか否か、輝度ヒストグラムの分布が適切であるか否かなどを判定する。こ
のとき、利用可能画像選択部１０７は、第１撮像画像データ及び第２撮像画像データの各
々が、対応した正解画像データそれぞれと比較することが可能な場合、処理をステップＳ
２４へ進め、一方、撮像画像データが正解画像データと比較することが可能でない場合、
処理をステップＳ２５へ進める。
【００８４】
　ステップＳ２４：
　利用可能画像選択部１０７は、比較が可能であると判定された場合、撮像画像データに
判定画像データ識別情報を付与する。そして、利用可能画像選択部１０７は、画像データ
記憶部１１２の真贋判定用撮像画像データテーブルに対して、付与した判定画像データ識
別情報とともに、この撮像画像データの撮像画像データ識別情報とを書き込んで記憶させ
る。
【００８５】
　ステップＳ２５：
　利用可能画像選択部１０７は、比較が可能でないと判定された場合、処理をステップＳ
２１へ戻し、撮像画像データの取得処理を再度行う。
　このとき、利用可能画像選択部１０７は、撮像している撮像視点を変更し、偽造防止媒
体４００を撮像することを示唆する通知を、表示部１１１の表示画面に対して表示する構
成としても良い。この通知は、焦点距離、ピント及び輝度ヒストグラムの分布などの撮像
条件が適切な撮像画像データを得るため通知である。ユーザに対してこの通知を表示する
ことにより、真贋判定の処理を進めるため、撮像部１０１の撮像条件を変更して、再度、
偽造防止媒体４００の撮像を行う必要があることを認識させることができる。このとき、
利用可能画像選択部１０７は、画像データ記憶部１１２における撮像画像データテーブル
の第１撮像画像データ及び第２撮像画像データ、及び関連するデータを削除する。
【００８６】
　ステップＳ２６：
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　観察角度推定部１０６は、画像データ記憶部１１２の真贋判定用撮像画像データテーブ
ルから、第１撮像画像データ及び第２撮像画像データの各々の撮像画像データ識別情報を
読み出す。そして、観察角度推定部１０６は、この撮像画像データ識別情報に対応した第
１撮像画像データの撮像座標値、撮像角度及び放射輝度値の各々と、第２撮像画像データ
の撮像座標値、撮像角度及び放射輝度値の各々とをそれぞれ読み出す。
【００８７】
　ステップＳ２７：
　正解画像生成部１０８は、第１撮像画像データと第２撮像画像データの各々の撮像座標
値、撮像角度及び放射輝度値に基づき、第１撮像画像データに対する第１正解画像データ
と、第２撮像画像データに対する第２正解画像データを、すでに述べた正解画像生成関数
を用いた所定のシミュレーションなどにより算出することにより生成する。正解画像生成
部１０８は、生成した第１正解画像データ及び第２撮像画像データの各々を画像データ記
憶部１１２に対して書き込み、かつ書き込んだアドレスを正解画像データアドレスとして
真贋判定用撮像画像データテーブルに対して書き込んで記憶させる。
【００８８】
　ステップＳ２８：
　類似度算出部１０９は、画像データ記憶部１１２の真贋判定用撮像画像データテーブル
から、類似度の算出処理を行うため、第１撮像画像データ及び第２撮像画像データの各々
の撮像画像データ識別情報を読み出す。そして、類似度算出部１０９は、画像データ記憶
部１１２の撮像画像データテーブルから、読み出した撮像画像データ識別情報に対応した
第１撮像画像データ及び第２撮像画像データの各々の撮像画像データアドレスを読み出す
。類似度算出部１０９は、読み出した撮像画像データアドレスに対応した第１撮像画像デ
ータ及び第２撮像画像データの各々を、画像データ記憶部１１２から読み出す。
【００８９】
　また、類似度算出部１０９は、真贋判定用撮像画像データテーブルから、第１撮像画像
データ及び第２撮像画像データの各々の撮像画像データ識別情報に対応する正解画像デー
タアドレスを読み出し、この正解画像データアドレスにより第１正解画像データ、第２正
解画像データそれぞれを画像データ記憶部１１２から読み出す。
　そして、類似度算出部１０９は、第１正解画像データに対する第１撮像画像データの第
１類似度をテンプレートマッチングにより算出する。また、類似度算出部１０９は、第２
正解画像データに対する第１撮像画像データの第２類似度も、第１類似度と同様に、テン
プレートマッチングにより算出する。
　類似度算出部１０９は、算出した第１類似度及び第２類似度の各々を、撮像画像データ
識別情報に対応させて、画像データ記憶部１１２の真贋判定用撮像画像データテーブルに
対して書き込んで記憶させる。
【００９０】
　ステップＳ２９：
　真贋判定部１１０は、画像データ記憶部１１２の真贋判定用撮像画像データテーブルか
ら、真贋判定を行うため、第１撮像画像データに対応する第１類似度を読み出し、読み出
した第１類似度が予め設定された類似閾値（第１類似閾値）未満か否かの判定を行う。こ
の類似閾値は、すでに説明したように、第１放射輝度値（すなわち、第１類度値）及び第
２放射輝度値（第２類似度）の各々に独立に設けられている。
　ここで、真贋判定部１１０は、第１撮像画像データの第１類似度が類似閾値（第１類似
閾値）未満の場合、処理をステップＳ３０へ進め、一方、第１類似度が類似閾値（第１類
似閾値）以上の場合、処理をステップＳ３２へ進める。
【００９１】
　ステップＳ３０：
　真贋判定部１１０は、画像データ記憶部１１２の真贋判定用撮像画像データテーブルか
ら、真贋判定を行うため、第２撮像画像データに対応する第２類似度を読み出し、読み出
した第２類似度が予め設定された類似閾値（第２類似閾値）未満か否かの判定を行う。
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　ここで、真贋判定部１１０は、第２撮像画像データの第２類似度が類似閾値（第２類似
閾値）未満の場合、処理をステップＳ３１へ進め、一方、第２類似度が類似閾値（第２類
似閾値）以上の場合、処理をステップＳ３２へ進める。
【００９２】
　ステップＳ３１：
　真贋判定部１１０は、表示部１１１を介して、表示画面に対して、真贋判定対象が正品
であることを示す画像表示を行う。そして、真贋判定装置１は、真贋判定対象に対する真
贋判定処理を終了する。
【００９３】
　ステップＳ３２：
　真贋判定部１１０は、表示部１１１を介して、表示画面に対して、真贋判定対象が不正
品であることを示す画像表示を行う。そして、真贋判定装置１は、真贋判定対象に対する
真贋判定処理を終了する。
【００９４】
　・適用例１
　上述した処理において、黒の下地に重畳された回折格子で形成された偽造防止媒体にお
いて、第１放射輝度値が所定の光強度であり、第２放射輝度値が照射光を照射しない場合
の判定を以下に示す。第１放射輝度値に対応する第１正解画像データは、第１放射輝度値
及び撮像視点によりシミュレーションから生成される。一方、第２放射輝度値が輝度値０
場合、照明部１０４が照射光を照射しないため、真の偽造防止媒体４００の第２撮像画像
データには光のパターン（回折光）が観察されない。したがって、第２撮像画像データに
対応する第２正解画像データは、光のパターンが観察されないため、黒い画像となる。
【００９５】
　したがって、第１放射輝度値で撮像した第１撮像画像データと第１正解画像データとの
第１類似度が第１閾値未満であり、かつ第２放射輝度値で撮像した第２撮像画像データと
の第２類似度が第１閾値未満である場合、偽造防止媒体４００を真と判定する。
　一方、光のパターンが観察されない黒い状態を模倣して、黒インクで印刷して偽造した
偽造防止媒体については、第１放射輝度値で所定の光のパターンが観察されないため、第
１類似度が類似閾値以上となるため、偽と判定される。
【００９６】
　・適用例２
　クレジットカード３００の表面３００Ａにおいて、偽造防止媒体４００を添付する際、
ランバーシアン（均等拡散面）の特性を有するパターンを下地に形成し、このパターン上
に透明ホログラム（回折格子）を重ねて形成した構成として偽造防止媒体４００を作成す
る。上記構成において、所定の撮像視点において偽造防止媒体４００を撮像する際、照明
部１０４から偽造防止媒体４００に対して照射光を所定の輝度値である第１放射輝度値で
照射した場合、下地のランバーシアンのパターンより輝度値の高い光のパターン（回折光
）が撮像された第１撮像画像データが得られる。一方、照明部１０４から偽造防止媒体４
００に対して照明光を輝度値を０（照射光を照射しない）とした第２放射輝度値の場合、
偽造防止媒体４００から回折光が放射されず、下地のランバーシアンのパターンが第２撮
像画像データとして得られる。
【００９７】
　したがって、上記構成において、所定の撮像視点において第１放射輝度値の照射光を照
射して撮像された第１撮像画像データにおける光のパターン（回折光）と、予め設定され
た第１正解画像データにおける光のパターンとがパターン形状及び色が一致し、かつ所定
の撮像視点において第２放射輝度値で撮像された第２撮像画像データにおけるランバーシ
アンのパターンと、予め設定された第２正解画像データにおけるパターンとが一致した場
合、偽造防止媒体４００が真と判定される。
【００９８】
　一方、回折光を結像しない下地のランバーシアンのパターンを形成し、その上部に回折
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光を結像する透明ホログラムを形成しない偽造された偽造防止媒体の構成において、第１
放射輝度値の照射光を照射した場合、透明ホログラムによる回折光の結像がないため、下
地のランバーシアンのパターンが第１撮像画像データのパターンとなり、予め設定された
第１正解画像データにおける光のパターンとがパターン形状及び色が一致せず、偽と判定
される。
【００９９】
　・適用例３
　クレジットカード３００の表面３００Ａにおいて、偽造防止媒体４００を添付する際、
薄緑色の下地の膜を形成した後、アルミン酸ストロンチウム（蓄光物質）のパターンを重
ねて（重畳して）形成した構成として偽造防止媒体４００を作成する。本適用例３におい
ては、蓄光物質に対して燐光・蓄光に対して照射光を照射した後、蓄光物質が残光を放射
する性質を利用している。
　上記構成において、所定の撮像視点において偽造防止媒体４００を撮像する際、照明部
１０４から偽造防止媒体４００に対して照射光を所定の輝度値である第１放射輝度値で照
射した場合、鮮やかな緑色の光のパターンが撮像された第１撮像画像データが得られる。
一方、第１放射輝度値により撮像した所定の時間経過後に、照明部１０４から偽造防止媒
体４００に対して照明光を輝度値を０（照射光を照射しない）とした第２放射輝度値の場
合、偽造防止媒体４００から蓄光物質のパターンに蓄光された緑色の放射光による光のパ
ターンが第２撮像画像データとして得られる。
【０１００】
　したがって、上記構成において、所定の撮像視点において第１放射輝度値の照射光を照
射して撮像された第１撮像画像データにおける光のパターン（蓄光物質の放射光）と、予
め設定された第１正解画像データにおける光のパターンとのパターン形状及び色が一致し
、かつ所定の撮像視点において第２放射輝度値で撮像された第２撮像画像データにおける
光のパターン（蓄光物質からの放射光）と、予め設定された第２正解画像データにおける
パターンとのパターン形状及び色が一致した場合、偽造防止媒体４００が真と判定される
。
【０１０１】
　一方、薄緑色の下地の上に形成された蓄光物質は薄緑色として観察されるため、カラー
コピーにより印刷して偽造された薄緑色の偽造防止媒体の構成において、照明部１０４か
ら第１照射輝度値である照射光を照射して偽造防止媒体を撮像した場合、鮮やかな薄緑色
の光のパターンが第１撮像画像データとして得られる。しかしながら、照明部１０４から
第２照明輝度値（照明光なし）で偽造防止媒体を撮像した場合、蓄光物質が形成されてい
ないため、蓄光としての放射光に比較して輝度値の低い光のパターンが第２撮像画像デー
タとして得られ、第２正解画像データにおける光のパターンと異なって一致せず、撮像防
止媒体が偽と判定される。
【０１０２】
　・適用例４
　クレジットカード３００の表面３００Ａにおいて、偽造防止媒体４００を添付する際、
ランバーシアンの特性を有するパターンを下地に形成し、このパターン上に入射光を光源
の方向にまっすぐ戻す再帰性反射材のパターンを重ねて形成した構成として偽造防止媒体
４００を作成する。上記構成において、所定の撮像視点において偽造防止媒体４００を撮
像する際、照明部１０４から偽造防止媒体４００に対して照射光を所定の輝度値である第
１放射輝度値で照射した場合、下地のランバーシアンによる光のパターン及び再規制反射
材の光のパターンの双方が第１撮像画像データとして得られる。一方、第２放射輝度値（
照射光を照射しないの輝度値が０）で撮像した場合、下地のランバーシアンのパターンの
みが観察された第２撮像画像データが得られる。
【０１０３】
　したがって、上記構成において、所定の撮像視点において第１放射輝度値の照射光を照
射して撮像された第１撮像画像データにおける光のパターン（ランバーシアン及び再帰性
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反射材の双方のパターン）と、予め設定された第１正解画像データにおける光のパターン
とがパターン形状及び色が一致し、かつ所定の撮像視点において第２放射輝度値で撮像さ
れた第２撮像画像データにおけるランバーシアンのパターンと、予め設定された第２正解
画像データにおけるパターンとが一致した場合、偽造防止媒体４００が真と判定される。
【０１０４】
　一方、回折光を結像しない下地のランバーシアンのパターンを形成し、その上部に再帰
性反射材を形成しない偽造された偽造防止媒体の構成において、第１放射輝度値の照射光
を照射した場合、再帰性反射材のパターンからの放射光が結像されないため、下地のラン
バーシアンのパターンが第１撮像画像データのパターンとなり、予め設定された第１正解
画像データにおける光のパターンとがパターン形状及び色が一致せず、偽と判定される。
【０１０５】
　本実施形態によれば、第１放射輝度値の照射光で撮像された第１撮像画像データと、第
２放射輝度値の照射光で撮像された第２撮像画像データとの各々に対し、それぞれパター
ンが異なる第１正解画像データ、第２正解画像データが設定されているため、所定の角度
から撮像すると真の偽造防止媒体の光パターン同様の光パターンの撮像画像が撮像される
、印刷などにより、第１放射輝度値あるいは第２放射輝度値のいずれか一方に対応して偽
造された偽造防止媒体を偽として判定することが可能となる。
【０１０６】
＜第２の実施形態＞
　以下、本発明の第２の実施形態について、図面を参照して説明する。
　第２の実施形態は、第１の実施形態の図１の構成と同様の構成である。以下、第１の実
施形態と異なる動作について説明する。第２の実施形態においては撮像画像データを撮像
する際、複数変化させる照射光の光特性を放射輝度値ではなく、照射光の光特性として波
長スペクトル（波長を関数とした光の強度分布）を変化させる。
　光特性制御部１０５は、撮像タイミングを示す制御信号が供給されて撮像する際、制御
信号が入力される毎に異なる光特性の照射光を放射する制御信号を照明部１０４に対して
出力する。本実施形態においては、照射光の特性を、照射光の波長スペクトルとして説明
する。
【０１０７】
　光特性制御部１０５は、制御信号が入力される毎に、それぞれ異なった波長スペクトル
の照射光を放射するように照明部１０４を制御する。ここで、異なった波長スペクトルは
、後述するシミュレーションにより正解画像を生成する際、パラメータとして用いた場合
、波長スペクトルに対応して生成される正解画像それぞれが同一として判定されない程度
に設定された波長スペクトルの組み合わせを用いる。ここで、波長スペクトルの組み合わ
せとは、偽装防止媒体の分光反射(放射)スペクトルに対して、例えば、異なる三刺激値(
ＲＧＢ値)が観察されるような光源の波長スペクトルの組みあわせである。これにより、
予め設定した複数の波長スペクトルそれぞれの正解画像データと、対応する波長スペクト
ルで撮像した撮像画像データとの真贋判定の結果が信頼性の高いものとなる。
　照明部１０４は、光特性制御部１０５から供給される光特性を変更する制御信号により
、出射する照明光の波長スペクトルを調整する。
【０１０８】
　正解画像生成部１０８は、観察角度推定部１０６が推定した撮像視点と、照明部１０４
が出射した照射光の波長スペクトルに基づき、それぞれの場合に対応して、正解画像デー
タの生成を行う。照射される照射光の波長スペクトルにより、放射される光のパターンの
波長スペクトルが異なる顔料材料の層を繰り返して積層した場合、正解画像データの関数
を用いた算出が不可能であるため、偽造防止媒体４００をあらゆる観察角度から照射光の
波長スペクトルを変えつつ撮像し、撮像された同一撮像視点において複数の波長スペクト
ルの照射光で撮像した撮像画像データを正解画像データとして画像データ記憶部１１２に
おいてデータベース化しておく。これにより、正解画像生成部１０８は、比較する撮像画
像データの観察角度に対応させてデータベースから正解画像データを読み出し、比較する
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撮像画像データの撮像画像識別情報に対応させて、真贋判定用撮像画像データテーブルに
書き込んで記憶させる構成とする。
　また、本実施形態においては、画像データ記憶部１１２の撮像画像テーブルにおける放
射輝度値は放射光の波長スペクトル（以下、放射波長スペクトル）に変更される。
【０１０９】
　そして、類似度算出部１０９は、画像データ記憶部１１２における真贋判定用撮像画像
データテーブルを参照し、順次、同一撮像対象を撮像した判定画像データ識別情報に対応
した撮像画像データ識別情報及び正解画像データアドレスの各々を読み出す。そして、類
似度算出部１０９は、この撮像画像データ識別情報に対応した撮像画像データアドレスを
、画像データ記憶部１１２における撮像画像データテーブルから読み出す。これにより、
類似度算出部１０９は、画像データ記憶部１１２から、撮像画像データアドレスに対応す
る撮像画像データと、正解画像データアドレスに対応する正解画像データとを読み出す。
【０１１０】
　次に、図１２は、第２の実施形態の識別システムにおける偽造防止媒体を用いた真贋判
定対象に対する真贋判定の処理に用いる撮像画像データの撮像の動作例を示すフローチャ
ートである。以下の説明における撮像画像データの撮像の処理は、予め設定された撮像視
点における放射波長スペクトルの種類の数、本実施形態においては２種類の放射波長スペ
クトルの各々に対応する第１撮像画像データ、第２撮像画像データを撮像する。図１２の
フローチャートにおいて、ステップＳ１からステップＳ６までは、図１０の第１の実施形
態と同様である。
【０１１１】
　ステップＳ７Ａ：
　撮像制御部１０２は、第１撮像タイミングを示す制御信号を、撮像部１０１、露光制御
部１０３及び光特性制御部１０５の各々に対して出力する。
　これにより、露光制御部１０３は、撮像部１０１における露光を制御する。また、光特
性制御部１０５は、第１撮像タイミングに対応した第１放射波長スペクトルの照射光を、
照明部１０４に対して放射する制御信号を出力する。照明部１０４は、光特性制御部１０
５から供給された第１放射波長スペクトルに対応する波長スペクトルの照射光を照射する
。
　そして、撮像部１０１は、撮像対象に対する撮像処理を行い、偽造防止媒体の画像を含
む第１撮像画像データを生成し、撮像制御部１０２に対して第１撮像画像データを出力す
る。
【０１１２】
　撮像制御部１０２は、撮像部１０１から供給される第１撮像画像データを画像データ記
憶部１１２に対して書き込み、第１撮像画像テーブルに対して、撮像画像データ識別情報
を付与し、撮像画像データアドレス及び第１放射波長スペクトルを、画像データ記憶部１
１２の撮像画像テーブルに対して書き込んで記憶させる。
　観察角度推定部１０６は、画像データ記憶部１１２における撮像画像テーブルに対し、
撮像座標値及び撮像角度の各々を書き込んで記憶させる。
【０１１３】
　ステップＳ８Ａ：
　第１のタイミングを出力してから所定の時間経過後に、撮像制御部１０２は、第２撮像
タイミングを示す制御信号を、撮像部１０１、露光制御部１０３及び光特性制御部１０５
の各々に対して出力する。
　これにより、露光制御部１０３は、撮像部１０１における露光を制御する。また、光特
性制御部１０５は、第２撮像タイミングに対応した第２放射波長スペクトルの照射光を、
照明部１０４に対して放射する制御信号を出力する。照明部１０４は、光特性制御部１０
５から供給された第２放射波長スペクトルに対応する波長スペクトルの照射光を照射する
。
　そして、撮像部１０１は、撮像対象に対する撮像処理を行い、偽造防止媒体の画像を含
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む第２撮像画像データを生成し、撮像制御部１０２に対して第２撮像画像データを出力す
る。
【０１１４】
　撮像制御部１０２は、撮像部１０１から供給される第１撮像画像データを画像データ記
憶部１１２に対して書き込み、第１撮像画像テーブルに対して、撮像画像データ識別情報
を付与し、撮像画像データアドレス及び第２放射波長スペクトルを、画像データ記憶部１
１２の撮像画像テーブルに対して書き込んで記憶させる。
　観察角度推定部１０６は、画像データ記憶部１１２における撮像画像テーブルに対し、
撮像座標値及び撮像角度の各々を書き込んで記憶させる。
【０１１５】
　・適用例５
　クレジットカード３００の表面３００Ａにおいて、偽造防止媒体４００を添付する際、
ランバーシアンの特性を有するパターンを下地に形成し、このパターン上に蛍光材料とし
て蛍光顔料ＹＳ－Ａ（根本特殊化学社製の蛍光顔料、以下蛍光材料Ｃ）を重ねて塗布して
形成した構成として偽造防止媒体４００を作成する。
　上記構成において、所定の撮像視点において偽造防止媒体４００を撮像する際、照明部
１０４から偽造防止媒体４００に対し、波長３６５ｎｍ（紫外線）の単色光である第１放
射波長スペクトルの照射光を照射した場合、蛍光材料Ｃのパターンは可視光の赤色の光を
放射するため、赤色の光のパターンと照射光の波長スペクトルが撮像された第１撮像画像
データが得られる。一方、照明部１０４から偽造防止媒体４００に対し、波長５５０ｎｍ
（可視光線）の単色光である第２放射波長スペクトルの照明光を照射した場合、蛍光材料
Ｃのパターンは光を放射しないため、照射光の光のみによるランバーシアンのパターンが
撮像された第２撮像画像データが得られる。
【０１１６】
　したがって、上記構成において、所定の撮像視点において第１放射波長スペクトル（３
６５ｎｍの単色光）の照射光を照射して撮像された第１撮像画像データにおける光のパタ
ーン（蛍光材料Ｃのパターンと、ランバーシアンの放射光）と、予め設定された第１正解
画像データにおける光のパターンとのパターン形状及び色が一致し、かつ所定の撮像視点
において第２放射波長スペクトル（５５０ｎｍの単色光）で撮像された第２撮像画像デー
タにおける光のパターン（ランバシアンのパターン）と、予め設定された第２正解画像デ
ータにおけるパターンとのパターン形状及び色が一致した場合、偽造防止媒体４００が真
と判定される。
【０１１７】
　一方、下地のランバーシアンのパターンのみをカラーコピー機でコピーすることで偽造
した偽造防止媒体の場合、下地のランバーシアンのパターンの上に蛍光物質のパターンが
形成されないため、第１放射波長スペクトルの３６５ｎｍの紫外線（例えば紫外ＬＥＤな
どを用いる）の単色光による照射光を照射しても、下地のランバーシアンのパターンのみ
が撮像された第１撮像画像データとなり、偽造防止媒体は偽と判定される。
　蛍光材料Ｃに限定されず、上述した特性を有する蛍光材料であれば用いることは可能で
ある。
【０１１８】
　図１３は、適用例５の偽造防止媒体の構成を用いた場合における真贋判定の概念を説明
する図である。
　図１３（ａ）は、蛍光材料Ｃのパターンに対し、光源（照明部１０４）から第１放射波
長スペクトルである紫外線の照射光を照射した場合を示している。この場合、照射光によ
り可視光の赤いパターンが蛍光材料から放射される。そのため、図１３（ｂ）のグラフに
示すように、第１放射波長スペクトルに対応した第１撮像画像データにおける観察光（光
のパターン）としては、第１放射波長スペクトルの照射光がランバーシアンのパターンで
反射した光のパターンと、第１放射波長スペクトルにより蛍光材料Ｃの放射する可視光の
赤い光のパターンとの２つの波長スペクトルによる光のパターンが確認される。図１３（
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ｂ）において、縦軸が強度を示し、横軸が照射される光の波長スペクトルを示している。
【０１１９】
　一方、図１３（ｃ）は、蛍光材料Ｃのパターンに対し、光源（照明部１０４）から第２
放射波長スペクトルである可視光線（緑色：５５０ｎｍの単色光）の照射光を照射した場
合を示している。この場合、照射光により可視光の赤いパターンが蛍光材料から放射され
ない。そのため、図１３（ｄ）に示すように、第２放射波長スペクトルに対応した第２撮
像画像データにおける観察光（光のパターン）としては、第２放射波長スペクトルの照射
光がランバーシアンのパターンで反射した光のパターンのみの１つの波長スペクトルの光
のパターンが確認される。図１３（ｄ）において、縦軸が強度を示し、横軸が照射される
光の波長を示している。
【０１２０】
　・適用例６
　クレジットカード３００の表面３００Ａにおいて、特殊な分光反射特性を有する反射材
料（後述する反射材料Ｄ）、例えば、ランタノイド系希土類である酸化ホルミウム（Ｈｏ

２Ｏ３）を用いて偽造防止媒体４００のパターンを形成する。上記反射材料Ｄは、波長４
５０ｎｍ、５４０ｎｍ及び６５０ｎｍの各々の光に対して特徴的な吸収を有する特徴があ
る。
【０１２１】
　図１４は、酸化ホルミウムの光の波長と反射率との関係を示す図である。図１４におい
て、縦軸が反射率を示し、横軸が照射される光の波長を示している。図１４から判るよう
に、反射材料Ｄは波長４５０ｎｍ、５４０ｎｍ及び６５０ｎｍの各々における反射率が他
の波長に比較して極端に低いことが判る。すなわち、反射材料に上記波長４５０ｎｍ、５
４０ｎｍ及び６５０ｎｍの各々の光が吸収されていることが判る。
　ここで、全可視波長帯域で一様な放射輝度値を有する光源（太陽光やハロゲンランプな
ど）を照射すると、上記反射材料は薄い黄色で観察される。一方、三波長蛍光灯（後述す
る図１５に示す波長４５０ｎｍ、５４０ｎｍ及び６１０ｎｍに輝度値のピークを有する光
源）を照射すると、上記反射材料Ｄがピンク色として観察される。
　図１５は、三波長蛍光灯における波長とスペクトル強度（輝度値）との関係を示す図で
ある。図１５において、縦軸はスペクトル強度（輝度値）を示し、横軸は波長を示してい
る。本実施形態においては、例えば、図１５に示す波長４５０ｎｍ、５４０ｎｍ及び６１
０ｎｍに輝度値のピークを有する三波長蛍光灯を、上述したスペクトルの光の光源として
用いる。
【０１２２】
　ここで、全可視波長帯域で一様な放射輝度値を有する第１放射波長スペクトルの照射光
を偽造防止媒体に照射すると、反射材料Ｄの放射する光のパターンの色が薄い黄色で観察
された第１撮像画像データが得られる。一方、上記三波長蛍光灯を第２放射波長スペクト
ルの照射光として、偽造防止媒体に照射すると、反射材料Ｄの放射する光のパターンの色
がピンク色で観察された第２撮像画像データが得られる。
【０１２３】
　したがって、上記構成において、所定の撮像視点において第１放射波長スペクトル（全
可視波長帯域で一様な放射輝度値）の照射光を照射して撮像された第１撮像画像データに
おける光のパターン（反射材料Ｄが放射する薄い黄色の光のパターン）と、予め設定され
た第１正解画像データにおける光のパターンとのパターン形状及び色が一致し、かつ所定
の撮像視点において第２放射波長スペクトル（三波長蛍光灯）の照射光で撮像された第２
撮像画像データにおける光のパターン（反射材料Ｄが放射するピンク色の光のパターン）
と、予め設定された第２正解画像データにおけるパターンとのパターン形状及び色が一致
した場合、偽造防止媒体４００が真と判定される。
【０１２４】
　一方、コピー機の顔料（インキ）により、偽造防止媒体の反射材料Ｄのパターンをコピ
ーすることで偽造した偽造防止媒体偽造防止媒体の場合、上述した分光反射特性の特性を
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偽造できない。このため、全可視波長帯域で一様な放射輝度値の照射光を第１放射波長ス
ペクトルの照射光として用い、三波長蛍光灯の照射光を第２放射波長スペクトルの照射光
とした用いた双方の場合において、いずれの場合においても異なる色が撮像されるため、
偽造防止媒体４００が偽と判定される。
【０１２５】
　本実施形態によれば、第１放射波長スペクトルの照射光で撮像された第１撮像画像デー
タと、第２放射波長スペクトルの照射光で撮像された第２撮像画像データとの各々に対し
、それぞれパターンが異なる第１正解画像データ、第２正解画像データが設定されている
ため、所定の角度から撮像すると真の偽造防止媒体の光パターン同様の光パターンの撮像
画像が撮像される、印刷などにより、第１放射波長スペクトルあるいは第２放射波長スペ
クトルまたは通常の蛍光灯などの環境光のいずれかに対応して偽造された偽造防止媒体を
偽として判定することが可能となる。ここで、照明光の波長スペクトルを調整する方法と
しては、例えば、異なる波長スペクトルを放射する複数種類の照明を用意しておき、必要
な波長スペクトルに対応させ、その都度偽造防止媒体に光を照射する照明を選択する構成
を用いる。また、他の構成として、照明とプリズム及び必要に応じてスリット等を用い、
照射する光を分光することによって、偽造防止媒体に照射する波長スペクトルを選択する
方法を用いても良い。またこれらの方法を複数用意して複数のピークを持つ複合的な波長
スペクトルを作り出すなど任意の方法を用いることができる。
【０１２６】
＜第３の実施形態＞
　以下、本発明の第３の実施形態について、図面を参照して説明する。
　第３の実施形態は、第２の実施形態と同様に、第１の実施形態の図１の構成と同様の構
成である。以下、第１の実施形態と異なる動作について説明する。第３の実施形態におい
ては撮像画像データを撮像する際、複数変化させる照射光の光特性を放射輝度値ではなく
、照射光の特性として偏光状態を変化させる。例えば、直線偏光において、第１放射偏光
が垂直偏光、第２放射偏光が水平偏光、あるいは円（あるいは楕円）偏光において、第１
放射偏光が左円（あるいは楕円）偏光、第２放射偏光が右円（あるいは楕円）偏光などを
用いる。
【０１２７】
　光特性制御部１０５は、撮像タイミングを示す制御信号が供給されて撮像する際、制御
信号が入力される毎に異なる光特性の照射光を放射する制御信号を照明部１０４に対して
出力する。本実施形態においては、照射光の特性を、照射光の偏光状態として説明する。
　撮像部１０１は、例えば液晶フィルタなどの偏光フィルタが装着され、ＣＣＤなどに入
射させる透過光の偏光状態を制限させる構成となっている。
　この構成により、照射される照射光の偏光状態が、偽造防止媒体で反射されること変化
する場合、この変化した偏光状態の反射光を透過する偏光フィルタを撮像部１０１に装着
する。これにより、照明光の偏光状態により、反射後の偏光状態が異なるような反射材料
を用いることにより、異なる偏光に合わせた正解画像データを複数生成することができ、
偏光状態を変えて所定の撮像視点において撮像した撮像画像データと比較することにより
、光特性に偏光を用いた真贋判定を行うことができる。
【０１２８】
　本実施形態によれば、第１放射偏光の照射光で撮像された第１撮像画像データと、第２
放射偏光の照射光で撮像された第２撮像画像データとの各々に対し、それぞれパターンが
異なる第１正解画像データ、第２正解画像データが設定されているため、所定の角度から
撮像すると真の偽造防止媒体の光パターン同様の光パターンの撮像画像が撮像される、印
刷などにより、第１放射偏光あるいは第２放射偏光のいずれか一方に対応して偽造された
偽造防止媒体を偽として判定することが可能となる。
【０１２９】
　なお、本発明における図１の真贋判定装置１の機能を実現するためのプログラムをコン
ピュータ読み取り可能な記録媒体に記録して、この記録媒体に記録されたプログラムをコ
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ンピュータシステムに読み込ませ、実行することにより撮像画像データを用いた偽造防止
媒体に対する真贋判定処理を行ってもよい。なお、ここでいう「コンピュータシステム」
とは、ＯＳ（Operating System）や周辺機器等のハードウェアを含むものとする。
　また、「コンピュータシステム」は、ホームページ提供環境（あるいは表示環境）を備
えたＷＷＷ（World Wide Web）システムも含むものとする。また、「コンピュータ読み取
り可能な記録媒体」とは、フレキシブルディスク、光磁気ディスク、ＲＯＭ（Read Only 
Memory）、ＣＤ－ＲＯＭ（Compact Disc - Read Only Memory）等の可搬媒体、コンピュ
ータシステムに内蔵されるハードディスク等の記憶装置のことをいう。さらに「コンピュ
ータ読み取り可能な記録媒体」とは、インターネット等のネットワークや電話回線等の通
信回線を介してプログラムが送信された場合のサーバやクライアントとなるコンピュータ
システム内部の揮発性メモリ（ＲＡＭ（Random Access Memory））のように、一定時間プ
ログラムを保持しているものも含むものとする。
【０１３０】
　また、上記プログラムは、このプログラムを記憶装置等に格納したコンピュータシステ
ムから、伝送媒体を介して、あるいは、伝送媒体中の伝送波により他のコンピュータシス
テムに伝送されてもよい。ここで、プログラムを伝送する「伝送媒体」は、インターネッ
ト等のネットワーク（通信網）や電話回線等の通信回線（通信線）のように情報を伝送す
る機能を有する媒体のことをいう。また、上記プログラムは、前述した機能の一部を実現
するためのものであっても良い。さらに、前述した機能をコンピュータシステムにすでに
記録されているプログラムとの組み合わせで実現できるもの、いわゆる差分ファイル（差
分プログラム）であっても良い。
【符号の説明】
【０１３１】
　１…真贋判定装置
　２…撮像装置
　３…照明装置
　１０１…撮像部
　１０２…撮像制御部
　１０３…露光制御部
　１０４…照明部
　１０５…光特性制御部
　１０６…観察角度推定部
　１０７…利用可能画像選択部
　１０８…正解画像生成部
　１０９…類似度算出部
　１１０…真贋判定部
　１１１…表示部
　１１２…画像データ記憶部
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